
　経済の好循環の拡大には消費の拡大が不可欠です。しかし、雇用・所得環境の改善に比
べ、消費は力強さを欠いています。こうした状況の中で、「若者が消費に消極的」、「若者
の消費離れ」と言われることがあります。
　少子高齢化の進展により、若者の人口は減少していますが、次代を担う若者の消費行動
は、時代の変化を敏感に反映し、先取りしたものといえます。
　そこで本章では、若者の消費に焦点を当て、若者を取り巻く社会経済環境の変化を踏ま
えた若者の消費行動や意識、若者の消費生活相談の状況や若者が巻き込まれる消費者トラ
ブル、若者の消費行動に関する支援策等について概観し、豊かな暮らしの実現に向けての
若者の参画について展望します。
　なお、ここでは、若者とは、主に10歳代後半から20歳代までを指して取り上げていきま
すが、統計上の都合等により、30歳代を含む場合もあります。

　若者の消費行動や意識の背景には、日本
経済の長期にわたる低成長や情報化の進展
等、若者が育ってきた社会経済環境の変化
があると考えられます。

　日本経済は、1990年代初めのバブル崩壊
以降、20年にも及ぶ経済の低成長を経験し
てきました。その間、日本の一人当たり実
質GDPの伸び率は年平均で１％以下程度
と低迷してきました（図表Ⅰ-３-１-１）。慢
性的な需要不足の中で、物価水準の低下が

続き、2000年代は、物価が持続的に下落す
るデフレ状態が長期にわたって続きまし
た。雇用については、非正規雇用比率が上
昇し、「長期雇用」、「年功序列」といった
いわゆる日本的雇用慣行が弱まりつつある
など、不安定化してきました。
　現在25歳の若者は、誕生したときから、
低成長、雇用不安、ディスインフレやデフ
レといった社会経済環境の下で暮らしてい
ます。かつてのように、勤続年数が長くな
れば賃金が上昇するといった期待を持ちに
くくなったことにより、将来の生活に不安
を抱く若者が増え、このことが、後述する
ような消費の力弱さにつながっているとみ
られます。
　内閣府「我が国と諸外国の若者の意識に
関する調査」（2013年度）によれば、米国・
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英国・フランス・ドイツ・スウェーデン、
韓国及び日本の若者（13歳から29歳まで）
に対して実施した、将来への希望について
のアンケート結果を比較したところ、「希
望がある」又は「どちらかといえば希望が
ある」と回答した若者の割合は、日本では
61.6％と際立って低くなっています。この
ことは、日本の若者の将来への不安が強い
ことを示しています（図表Ⅰ-３-１-２）。

　若者は消費に「消極的」なのでしょうか。
また、他の年齢層と比べてどのような状況
にあるのでしょうか。ここでは、所得に占め
る消費の割合の推移をみることにより、年
齢層別に消費に対する意欲をみていきます。
　総務省「全国消費実態調査」により、可
処分所得に占める消費支出の割合である
「平均消費性向」の1984年から2014年まで
の推移について、二人以上の世帯のうち勤
労者世帯62を世帯主の年齢別にみると、全

（ ２）若者の消費支出について

若者の低下幅が大きい平均消費性向

301○0424_Ⅰ-3-1-1 実質GDP成長率、消費者物価指数、非正規雇用比率の推移.xlsx

図表Ⅰ-3-1-1 実質GDP成長率、消費者物価指数（CPI・前年比）、非正規雇用比率の推移

（備考）　 1． 内閣府「国民経済計算」、総務省「消費者物価指数」、厚生労働省「労働力調査（労働力調査特別調査）」により作成。
　　　　 2． GDP成長率については、1980年以前は1990年基準（1998年度確報）、1981年から1994年までは2000年基準（2009年度確報）
　　　　　　1995年以降は2011年基準確報（2015年度年次推計）を掲載。
　　　　 3． 非正規雇用比率については、1984年から2001年は「労働力調査特別調査」 2月結果、2002年以降は「労働力調査」年平均結果による。
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62�）勤労者世帯とは、世帯主が会社、官公庁、学校、工場、商店などに雇用されている世帯をいう。ただし、世帯主
が社長、取締役、理事など会社・団体の役員である世帯は、勤労者以外の世帯とする。なお、全世帯とは、勤労者
世帯と勤労者以外の世帯を合わせたものをいう。
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体が長期的に低下傾向になる中、20歳代、
30歳代前半は全体より低下幅が大きいこと
が分かります（図表Ⅰ-３-１-３）。
　2016年度政府経済財政報告では、総務省

が実施している「家計調査」によれば、世
帯人数が２人以上の勤労者世帯のうち、世
帯主が39歳以下の世帯では、可処分所得が
緩やかに増加する中でも消費支出はほとん

302_Ⅰ-3-1-2 将来への希望.xlsx

図表Ⅰ-3-1-2 将来への希望

（備考）　 1．内閣府　「我が国と諸外国の若者の意識に関する調査」（2013年度）により作成。
　　　　 2．「あなたは、自分の将来について明るい希望を持っていますか。」との問に対する回答。
　　　　 3．四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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303○0413_Ⅰ-3-1-3 平均消費性向.xlsx

図表Ⅰ-3-1-3 年齢層別の平均消費性向の推移

（備考）　 1． 総務省「全国消費実態調査」により作成。
　　　　 2． 二人以上の世帯のうち勤労者世帯の可処分所得に占める消費支出の割合を記載。
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ど伸びておらず、節約志向が強まっている
とされています。全体的に消費意欲が低下
しているなかで、特に若者が消費に慎重で
あることがうかがえます。

　若者が消費に対して以前より慎重になっ
ていることは確認できました。では、若者
はどのような費目で消費を減らしているの
でしょうか。
　総務省「全国消費実態調査」により、全
年齢（平均）の総世帯63全体と世帯主が30
歳未満の総世帯の消費支出の推移をみる
と、1999年から2014年までの１か月当たり

の消費支出は、共に減少傾向がみられま
す64（図表Ⅰ-３-１-４）。
　世帯主が30歳未満の総世帯の消費支出に
ついて、1999年から2014年までの費目別の
推移をみると、住居費以外の費目では、総
じて減少しています。特に減少幅が大きい
費目は、食料費です。消費支出の減少のう
ち、食料費の減少が占める割合は全年齢（平
均）では約２割であるのに対し、世帯主が
30歳未満の世帯では約４割に上ります。
　一方で、世帯主が30歳未満の世帯では住
居費が増加していますが、全年齢（平均）
では、交通・通信費が増加しています。被
服及び履物への支出は、世帯主が30歳未満
及び全年齢（平均）の双方で4,000円以上
減少しており、全年齢平均においては、そ

総世帯と若者総世帯の消費支出

304○0426_Ⅰ-3-1-4 消費支出の推移.xlsx

図表Ⅰ-3-1-4 世帯主の年齢階級別 1か月当たり消費支出の推移

（備考）　 1． 総務省「全国消費実態調査」（総世帯・全世帯）により作成。
　　　　 2． 品目別支出額の変化額を記載。
　　　　 3． 世帯主が30歳未満の世帯については、世帯数分布により世帯主の年齢が25歳未満の世帯と25歳から29歳までの世帯を加重平均した値。
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63�）総世帯とは、世帯人員が二人以上の一般世帯と単身世帯とを合わせたものをいう。一般世帯とは、次のものをいう。
（１）住居と生計を共にしている人々の集まり又は一戸を構えて済んでいる単身者、（２）（１）の世帯と住居を共
にし、別に生計を維持している間借りの単身者又は下宿屋などに下宿している単身者、（３）会社・団体・商店・
官公庁などの寄宿舎、独身寮などに居住している単身者
64）世帯人員の減少による世帯構成の変化が消費支出の減少に寄与していることに留意が必要。
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の他の消費支出を除くと、食料費に次いで
大きな減少幅となっています。

　ここまでは、総世帯の消費の動向をみて
きましたが、世帯の消費支出は家族構成等
に影響されるため、若者個人の消費動向を
把握することには限界があります。そこで、
若者の単身者の消費支出の推移をみること
により、若者の消費にどのような変化が生
じているかをみてみましょう。
　総務省「全国消費実態調査」における30
歳未満の単身世帯のデータを用いて、1999
年から2014年までの若者個人の消費支出の
推移を性別にみると、男性では14.4％、女
性は4.2％減少しており、男性の消費支出
の減少がより顕著です。
　費目別の推移についてみると、男性は、

「交通・通信費」（－14,239円）、「食料費」
（－12,075円）が減少しているほか、「教
養娯楽費」（－6,996円）、「被服及び履物費」
（－3,763円）等が減少しています。また、
女性については、「被服及び履物費」（－
7,576円）及び「食料費」（－7,372円）が減
少しています（図表Ⅰ-３-１-５）。
　以上から分かる若者の消費動向のうち、
各費目に含まれる携帯電話通信料や自動車
等関係費、酒類、洋服代、食料費といった、
増加や減少が目立つ個別の費用について、
詳しくみていきます。

　2004年から2014年の通信費の推移につい
ては、30歳未満の単身世帯でみると、ほぼ
横ばいの状況にあります（図表Ⅰ-３-１-６）。
ただし内訳をみると、携帯電話通信料（移

若者単身世帯の男女別消費支出の
推移

携帯電話通信料の割合が増加して
いる通信費

305○0425_Ⅰ-3-1-5 全国消費実態調査の推移.xlsx

図表Ⅰ-3-1-5 単身世帯の 1か月当たり消費支出の推移 

（備考）　 1． 総務省「全国消費実態調査」（単身世帯・全世帯）により作成。
　　　　 2． 値の無い2004年の単身30歳未満男性の教育支出は、 0として計算。
　　　　 3． 内訳は表彰単位未満を四捨五入しているため、内訳を足し上げたものと消費支出は一致しない。
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動電話通信料）の割合が80.4％から93.2％
へと大幅に増加しています。他方で、固定
電話通信料は減少傾向にあり、2014年では
約300円となっています。情報化の進展に
より、コミュニケーションの手段は固定電
話から携帯電話に代替し、コミュニケー
ションの在り方にも影響しているとみられ
ますが、若者ではその加速が一層進んでい
ることがうかがえます。
　一方で、第１部第２章第２節で紹介した
「今後節約したい／今後も節約したいもの」
の中で、通信費は若者では上位を占めてお
り、通信費が負担になっている若者は多い
とみられます。

　若者の消費については、「車離れ」、「ア
ルコール離れ」等がいわれています。そこ

で、いくつかの個別品目について、30歳未
満単身世帯の推移を男女別にみてみます。
　自動車等関係費は、男性では大きく減少
傾向にあり、2014年には1999年の半分以下
の支出にとどまります（図表Ⅰ-３-１-７）。
一方で、女性の自動車等関係費は一貫して
増加傾向にあり、2014年には、1999年の２
倍以上の支出となっています。
　なお、同調査の30歳未満の単身の全世帯
の耐久消費財普及率のうち、「自動車」に
ついては、男性において2004年の61.4％か
ら2014年は45.7％へと減少しており、自動
車を持たなくなっていることが分かりま
す。これは自動車等関係費の減少と整合的
です。一方で、女性は2004年の38.4％から
2014年には41.0％へと増加しています。い
わゆる「車離れ」は、若者の単身男性にお
ける傾向として確認することができます。
　酒類の消費は男女とも減少を続けてお
り、1999年と比べると、2014年には男性の

若者の「車離れ」「アルコール離れ」

306○0424_Ⅰ-3-1-6 通信費内訳推移.xlsx

図表Ⅰ-3-1-6 1 か月当たり品目別平均支出額（通信費）

（備考）　 1．総務省「全国消費実態調査」により作成。
　　　　 2．単身世帯（全世帯）のうち、30歳未満男女について品目別平均支出額を記載。
　　　　 3 .  「携帯電話通信料」は2014年、2009年及び2004年は「移動電話通信料」、「携帯電話」は2014年、2009年及び2004年は「移

動電話」。
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支出は３割減少、女性の支出は半減してい
ます（図表Ⅰ-３-１-８）。酒類の内訳では、
特にビールの消費は減少しています。一方
で、チューハイやカクテル等への支出は全

体的に増加しており、酒類の嗜好が変化し
ていることがうかがえます。
　他には、洋服への支出が、男女とも長期
的にみて減少傾向にあります（図表Ⅰ-

307○0410_Ⅰ-3-1-7 １か月当たり品目別平均支出額（自動車）.xlsx

図表Ⅰ-3-1-7 1 か月当たり品目別平均支出額（自動車等関係費）

（備考）　 1． 総務省「全国消費実態調査」により作成。
　　　　 2． 単身世帯（全世帯）のうち、30歳未満男女について品目別平均支出額を記載。
　　　　 3． 購入頻度が低く高額な品目であるため、結果をみる際には留意が必要。
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308○0410_Ⅰ-3-1-8 １か月当たり品目別平均支出額（酒類）.xlsx

図表Ⅰ-3-1-8 1 か月当たり品目別平均支出額（酒類）

（備考）　 1． 総務省「全国消費実態調査」により作成。
　　　　 2． 単身世帯（全世帯）のうち、30歳未満男女について品目別平均支出額を記載。
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３-１-９）。特に男性の支出は2009年から2014
年にかけて半減しています。女性の支出は、
1999年以降減少を続け、2014年には約5,000
円と1999年の54.4％の支出にとどまります。
　消費者庁「消費者意識基本調査」（2016
年度）で、現在お金を掛けている項目とし
て、若者では「ファッション」が上位に挙
がっていますが、支出額としては明らかに
減少傾向にあります。
　必ずしも消費者が洋服に対し消費意欲を
失っているわけではなく、ファストファッ
ション65の台頭などで、過去に比べ安価で
品質の良いものが手に入るようになったこ
となども影響して、支出額が減少している
とみられます。

　図表Ⅰ-３-１-4でみたように、総務省「全
国消費実態調査」では、全世帯平均の食料
費は1999年から2014年で減少しています66

が、その内訳をみると、調理食品は増加し、
外食費は微減にとどまっています。食料費
の減少の大きな要因は、素材となる食料へ
の支出の減少にあります。
　単身世帯の食料費を男女別にみると、30
歳未満の男性は1999年と比べて2014年には
外食への支出を大きく減らしています（－
8,751円）（図表Ⅰ-３-１-10）。他方で、30歳未
満の女性は、素材となる食料を食料費の中
で一番多く減らしています（－4,212円）。単

単身世帯男性の外食費は減少

309○0410_Ⅰ-3-1-9 １か月当たり品目別平均支出額（洋服）.xlsx

図表Ⅰ-3-1-9 1 か月当たり品目別平均支出額（洋服）

（備考）　 1． 総務省「全国消費実態調査」により作成。
　　　　 2． 単身世帯（全世帯）のうち、30歳未満男女について品目別平均支出額を記載。

5,338 5,103 4,746
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8,593

6,742

5,081

2014 （年）200920041999201420092004 1999

単身30歳未満男性 単身30歳未満女性

0

12,000
（円）

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

65�）世界的なファッション業界の流行を素早く採り入れた新商品を低価格で大量に販売するブランド。ファストフー
ドになぞらえた造語。
66�）総務省「家計調査」によると2014年から2016年までのエンゲル係数の上昇幅が1.8％ポイントであり、同省の分析
では、その半分の0.9％ポイントが食品価格の上昇、0.2％ポイントがライフスタイルの変化、0.7％ポイントが将来
不安や節約志向による支出の減少が要因とされている。
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身世帯の平均や二人以上の世帯の平均と比
べても、30歳未満の男性の外食費の減少が
目立ちます。
　これは、男性において調理食品の普及等
による食の簡便化や、料理をしてみたいと

いう意識が進み、自宅で食事をとるように
なっていることの表れとも考えられます。

310○0410_Ⅰ-3-1-10 食費（調理食品、外食、その他）の推移.xlsx

図表Ⅰ-3-1-10 食料費（調理食品、外食、素材となる食料）の推移

（備考）　 総務省「全国消費実態調査」により作成。

（備考）　 総務省「全国消費実態調査」により作成。
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　若者の平均消費性向は長期的に低下して
おり、いくつかの費目では支出が大きく減
少していますが、若者の消費に対する意識
や行動の実態はどうなっているのでしょう
か。消費者庁「消費者意識基本調査」等、
主に最近の調査結果から、若者の意識や行
動についてみていきます。

　第１部第２章第２節で紹介した、消費者
庁「消費者意識基本調査」（2016年度）では、
「お金を掛けている」との回答の割合が最
も高かったのは、「食べること」で、これ
は若者だけでなく、全年齢層共通でした（前
掲図表Ⅰ-２-２－３）。
　年齢が高い層より若者において、「お金
を掛けている」との回答の割合が高かった
ものとしては、「ファッション」や「理美容・
身だしなみ」といった自分の外見に対する
費用、また、「スポーツ観戦・映画・コンサー
ト鑑賞」といった「コト消費」関連の費用
が挙げられます。
　また、「貯金」と回答した割合が高く、
若者が所得を貯蓄に回していることが裏付
けられます。ここから若者が将来に不安を
抱えているために備えを増やしていること
がうかがえます。

　消費者庁「消費者意識基本調査」（2016
年度）によると、「買物が好き」かどうか
についての調査で、10歳代後半から30歳代

まででは「買物が好き」に「当てはまる」
（「かなり当てはまる」＋「ある程度当て
はまる」。以下同じ。）と回答した人の割合
が７割を占めており、他の年齢層より高い
割合となっています（図表Ⅰ-３-１-11）。消
費支出は減少傾向にある若者ですが、買物
が嫌いではなく、むしろ、買物好きが多い
ことが分かります。特に、女性は10歳代後
半で85.7％、20歳代で83.1％が「当てはまる」
と回答しています。
　また、自身の消費行動について、「新し
物好き」に「当てはまる」と回答した割合
は、全体で37.5％のところ、女性の10歳代
後半及び20歳代では６割を超え、男性の10
歳代後半でも54.1％となっています。また、
「衝動買いをする」に「当てはまる」と回
答した割合については、全体では27.8％の
ところ、20歳代では女性44.6 ％、男性
35.6％と、それぞれの性別で最も高くなっ
ています。
　総務省「社会生活基本調査」により、１
日当たりの買物時間をみると、1976年から
2011年までの５年ごと時系列推移で男性に
比べ女性の買物時間は長く、性別によって
明らかな違いがある一方、男性の買物時間
は1976年と比べて大幅に伸びています（図
表Ⅰ-３-１-12）。特に高齢層は昔と比べ、買
物時間が長くなっており、買物を楽しむ人
が増えているのではないかと考えられます。
　女性は時系列推移で全体的には男性ほど
の変化はみられません。また男女とも、10
歳代後半や20歳代では、他の年齢層と比べ
短時間となっています。

（ ３）若者の消費に対する意識

若者がお金を掛けていること

買物好きな若者は多い
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　消費者庁「消費者意識基本調査」（2016
年度）では買物好き、衝動買いをするなど

の回答割合が若者は高かったにもかかわら
ず、実際の消費行動には、先にみたように
平均消費性向が下がっていることから、堅
実さがうかがえます。お金を掛けているも
のや今後お金を掛けたいものが「貯金」で

若者の消費は堅実

312_Ⅰ-3-1-12 男女・年齢層別買い物総時間の推移.xls

図表Ⅰ-3-1-12 男女・年齢層別買物の1日当たり総時間の推移

（備考）　 総務省「社会生活基本調査」により作成。

0

25
（分） （分）

5

10

20

15

50

10

20

40

30

（年）
20―24歳 25―29歳 30歳代 40歳代15―19歳
60―64歳 65―69歳 70歳以上50歳代

0

男性 女性

（年）
1976 1981 1986 1991 1996 2001 2006 2011 1976 1981 1986 1991 1996 2001 2006 2011

311_Ⅰ-3-1-11 「買い物が好き」と答えた人の割合.xlsx

図表Ⅰ-3-1-11 「買物が好き」と答えた人の割合

（備考）　 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2016年度）により作成。
　　　　 2． 「あなた自身の消費行動について、「買物が好き」はどの程度当てはまると思いますか。」との問に対する回答。
　　　　 3． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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ある若者もかなりの割合で存在します。
　また、「買う前に機能・品質・価格等を
十分に調べる」かについては、「かなりあ
てはまる」と回答した人の割合は、全体で
17.3％のところ、10歳代後半では21.6％、
20歳代では23.9％と高くなっており、この
結果からも堅実な一面がうかがえます。

　消費者庁「消費生活に関する意識調査」
（2016年度）によると、豊かな暮らしに最
も重要だと思うものは、40歳代までは「お
金」という回答が最も多くなりました（図
表Ⅰ-３-１-13）。一方、「健康」との回答の
割合は年齢が上がるほど高くなります。他
には、若者は「時間」との回答の割合が他
の年齢層より高く、10歳代後半で「家族や
友人とのつながり」との回答が30.9％とい

う結果でした。年齢層により豊かな暮らし
を送るための要素が異なることが確認でき
ます。また、若者は先にみた消費支出の動
きや将来に対する不安、貯蓄とも連動し、
「お金」が暮らしにとって重要であると認
識していることが分かりました。

　近年の消費行動について、モノやサービ
スを購入する「モノ消費」より、購入した
モノやサービスを使ってどのような経験・
体験をするかという「コト消費」に、消費
者の関心が置かれているといわれています。
　このような傾向の背景の一つとして、情
報化の進展によりデジタル化されたコンテ
ンツが複製によって簡単に手に入るように
なり、モノを所有することの意義が低下す
る、また、デジタル化されていない情報や

豊かな暮らしに最も重要なものは
年齢層で異なる

「コト消費」に関心が置かれるよ
うに

313_Ⅰ-3-1-13 豊かな暮らしに重要だと思うこと・もの.xlsx

図表Ⅰ-3-1-13 豊かな暮らしに最も重要だと思うこと・もの

（備考）　 1． 消費者庁「消費生活に関する意識調査」（2016年度）により作成。
　　　　 2． 「あなたの暮らしを豊かにするために、重要だと思うものを順に 3つ選んで下さい。」との問に対し、 1番目に得られた回答。
　　　　 3．四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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コンテンツの価値が相対的に高まるという
影響が生じたことなども考えられます67。
　「コト消費」の傾向は、デジタルネイティ
ブと呼ばれる世代に当たる若者の消費行動
において、他の年齢層より強く表れるとみ
ることもできます。実際、消費者庁「消費
者意識基本調査」（2016年度）によると、「ス
ポーツ観戦・映画・コンサート鑑賞」といっ
た「コト消費」について、お金を掛けてい
ると回答した人の割合は、24歳までの年齢
の若い層で高くなっています（図表Ⅰ-３-１-
14）。
　他に、「交際（飲食を含む。）」にお金を
掛けていると回答した人の割合は、20歳代
で45.2％と、全体の29.0％を大きく上回っ
ています。今後お金を掛けたいとの回答の
割合でも、全体が25.7％のところ、20歳代
では39.4％であり、人とのつながりに軸を
置いた「コト消費」を重視していることが

分かります。「旅行」にお金を掛けている、
又は今後お金を掛けたい、との回答にも同
様の傾向がうかがえます。
　また、若者が中心となって広まった「コ
ト消費」もあります。最も普及した「コト
消費」としては、ハロウィン68が挙げられ
ます。ここ数年の間に、若者が仮装し、友
人と楽しむ姿が日本でもよく見られるよう
になり、その市場規模はバレンタインデー
を超えたという試算69もあります。
　2017年２月から、毎月最終金曜日を「プ
レミアムフライデー」と位置付ける取組が
始まりました。これは、買物や家族との外
食、観光等の個人が幸せや楽しさを感じら
れる体験や、そのための時間の創出を促す
ことで、生活スタイルの変革への機会の提
供や、コミュニティ機能強化や一体感の醸
成、デフレ的傾向を変えていくきっかけと
なるなどの効果につなげていく取組です。
今後、この取組が広がっていくことにより、
若者のみならず幅広い年齢層において、「コ
ト消費」の広がりにもつながっていく可能
性があります。

　情報化は若者の間で一層進展していま
す。若者のインターネット利用率は100％
に近く、第１部第２章第１節でみたように、
スマートフォンの保有率も他の年齢層に比
べ高くなっています。若者の行動は、生活
時間、情報の入手先、購入方法、自らの情
報発信等で情報化の影響を大きく受けてい

（ ４）若者の情報の活用や向き合い方

314○0404_Ⅰ-3-1-14 スポーツ観戦・映画・コンサート鑑賞.xlsx

図表Ⅰ-3-1-14 スポーツ観戦・映画・コ
ンサート鑑賞

（備考）　 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2016年度）
により作成。

　　　　 2． 「あなたが現在お金をかけているものを以下の
うちいくつでもお選びください。」との問に対
する回答。
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67�）総務省　2016年「情報通信に関する現状報告」第１章第４節。
68�）欧米等で、収穫祭を起源とし、かぼちゃをくりぬいた提灯を飾ったり、子どもが魔女やお化けに仮装して、近所
にお菓子をもらったりすること等を楽しむ伝統的な行事。
69�）一般社団法人日本記念日協会・記念日文化研究所による2016年の推計市場規模は、「バレンタインデー」1340億円、
「ハロウィン」1345億円。
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ます。
　ここでは、スマートフォン等の情報通信
機器の利用や、SNSを含むインターネット
のアクセス先やその目的など、情報の活用
の仕方や意識について若者を中心にみてい
きます。

　第１部第２章第１節の図表Ⅰ-２-１-21で
みたとおり、2015年末時点で20歳代の
97.9％がスマートフォンを含む携帯電話を
保有し、92.9％はスマートフォンです。ほ
とんどの若者が携帯電話やスマートフォン
を利用している状況にありますが、携帯電
話やスマートフォンを生活の中でどのよう

に位置付けているかという意識面をみてい
きます。
　消費者庁「消費者意識基本調査」（2016
年度）によれば、「携帯電話やスマートフォ
ンは自分の生活になくてはならない」と考
えている割合は、10歳代後半では82.4％、
20歳代前半は83.2％、20歳代後半は85.6%
に上ります（図表Ⅰ-３-１-15）。

　携帯電話やスマートフォン等の情報通信
機器を、生活においてどのような用途に利
用しているかをみていきます。
　消費者庁「消費者意識基本調査」（2016
年度）で情報通信機器の利用について尋ね

スマートフォン等を生活の必需品
と考える若者は８割

情報通信機器の用途

315_Ⅰ-3-1-15 携帯電話やスマートフォンは生活の必需品.xlsx

図表Ⅰ-3-1-15 携帯電話やスマートフォンを生活の必需品と考える割合

（備考）　 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2016年度）により作成。
　　　　 2． 「携帯電話やスマートフォンは自分の生活になくてはならないと思う、という考え方について、あなたはどの程度当て

はまりますか。」との問に対する回答。
　　　　 3．四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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たところ、スマートフォン以外の携帯電話
は若い年齢層ほど保有しておらず、保有し
ている場合は通話やメールが主な用途であ
ることが分かりました（図表Ⅰ-３-１-16）。
一方で、60歳代以上は通話を主な用途とし
て利用しています。
　スマートフォンについては、スマート
フォン以外の携帯電話の状況とは逆に、高
齢層になるほど持っておらず、利用者は年
齢層を問わず、インターネットサイトでの
検索や通話、メールを主な用途としていま
す（図表Ⅰ-３-１-17）。特に若い年齢層では、
インターネットサイトでの検索が８割を超
え、最も利用されています。
　また、年齢層で違いがみられるのは、
SNSやインターネットでニュースを見ると
いった用途で利用されていることです。ス
マートフォンによるSNS利用は10歳代後半
で69.1％、20歳代で70.7％である一方、30
歳代では48.9％と差がみられ、それより上

の年齢層では更に少ない割合となっていま
す。スマートフォンによりインターネット
でニュースを見ることは、20歳代、30歳代
では約７割が行っていますが、50歳代以上
では４割を下回ります。
　さらに、10歳代後半と20歳代は、40歳代
以上と比べどの用途項目でも高い割合を示
しており、若者はスマートフォンを様々な
用途に利用していることが分かります。

　同じく、消費者庁「消費者意識基本調査」
（2016年度）において、スマートフォンと
パソコンそれぞれを利用して「ゲーム」、「商
品やサービスの購入・予約」、「ネットバン
キング」といった消費生活上の行動をして
いるか聞いたところ、「ゲーム」は10歳代
後半で62.1％がスマートフォンを利用して

商品やサービスの購入・予約等を
若者はスマートフォンで行う

316_Ⅰ-3-1-16 携帯電話（スマートフォンを除く。）の利用用途.xlsx

図表Ⅰ-3-1-16 携帯電話（スマートフォンを除く。）の利用用途

（備考）　 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2016年度）により作成。
　　　　 2． 「あなたは、日頃携帯電話（スマートフォンを除く。）をどのような用途で利用していますか。」との問に対する回答（複数回答）。
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行っていることが分かりました。また、20
歳代の割合も58.7％と高くなっています
（図表Ⅰ-３-１-18）。パソコンでも10歳代後
半、20歳代は他の年齢層よりもゲーム利用

の割合が高いものの、10％台にとどまって
います。
　スマートフォンを使って、「商品やサー
ビスの購入・予約」という、いわゆるイン

318_Ⅰ-3-1-18 利用用途に「ゲーム」と回答した人の割合.xlsx

図表Ⅰ-3-1-18 利用用途に「ゲーム」と
回答した人の割合

（備考）　 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2016年度）
により作成。

　　　　 2． 「あなたは、日頃携帯電話やスマートフォン等
といった情報関連機器をどのような用途で利用
していますか。」（複数回答）との問で「ゲーム」
と回答した人の割合
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319_Ⅰ-3-1-19 利用用途に「商品やサービスの購入・予約」と回答した人の割合.xlsx

図表Ⅰ-3-1-19
利用用途に「商品やサー
ビスの購入・予約」と回
答した人の割合

（備考）　 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2016年度）
により作成。

　　　　 2． 「あなたは、日頃携帯電話やスマートフォン等
といった情報関連機器をどのような用途で利用
していますか。」（複数回答）との問で「商品や
サービスの購入・予約」と回答した人の割合。

32.9

58.9
53.2

38.6

20.0 4.1 0.7
13.3

31.3

34.7 37.2

32.5

19.0
5.8

70
歳
以
上

60
歳
代

50
歳
代

40
歳
代

30
歳
代

20
歳
代

15
〜
19
歳

0

100

80

60

40

20

（％）

パソコン
スマートフォン

317_Ⅰ-3-1-17 スマートフォンの利用用途.xlsx

図表Ⅰ-3-1-17 スマートフォンの利用用途

（備考）　 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2016年度）により作成。
　　　　 2． 「あなたは、日頃スマートフォンをどのような用途で利用していますか。」との問に対する回答（複数回答）。
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ターネット通販を行っているとの回答は、
20歳代で58.9％となっており、最も高く
なっています（図表Ⅰ-３-１-19）。また、50
歳代以上は、パソコンを利用している割合
が高いことが分かります。
　スマートフォンを使い、「ネットバンキ
ング」で資金決済を行うとの回答は20歳代
が11.4％と年齢層別には最も高い結果でし
た。一方、パソコンを使う用途の中では、
40歳代が13.3％と最も高くなっています。
　以上の消費行動から、若者のスマートフォ
ン利用が浸透していることが分かります。

　多くの若者がスマートフォンを生活の中
で必要とし、実際に様々な用途に利用し、
消費行動にも活用しています。では、スマー
トフォン利用にどの程度の時間を割いてい
るのでしょうか。
　消費者庁「消費生活に関する意識調査」
（2016年度）によると、15歳から25歳まで
の１日当たりスマートフォン利用時間は、
３時間以上が73.0％を占めました（図表Ⅰ-
３-１-20）。本調査はLINEを通じて実施した
調査であり、回答者の中には積極的にス
マートフォンを利用している若者が多いこ

とを考慮しても、スマートフォン利用に生
活時間の多くを費やす若者が多いことがみ
て取れます。
　さらに１日当たりの利用時間が11時間以
上という回答も１割を超えているなど、生
活に支障を生じかねないほどの長時間を費
やしている若者が少なくないことが分かり
ます。なお、回答の分布から平均利用時間
を算出すると、5.5時間という結果でした。
　性別では、全体としては僅かながら女性
の方が利用時間は長く、20歳以上ではその
傾向がよりはっきりとみて取れます。
　若者がスマートフォン利用に多くの時間
を使っていることを確認しましたが、従来
のマスメディアを見る時間はどのように変
化しているでしょうか。テレビや新聞等を
見る時間についてみていきます。
　総務省「社会生活基本調査」における「テ
レビ・ラジオ・新聞・雑誌」にかける１日
当たりの時間の推移をみると、年齢層によ
り変化の動向が異なります（図表Ⅰ-３-
１-21）。50歳以上は横ばいあるいは増加傾
向にあるのに対し、40歳未満は、1996年以
降2000年代は一貫して減少してきていま
す。中でも、10歳代後半及び20歳代前半の、
2006年から2011年までの間の減少は際立っ
ており、スマートフォン普及の影響がここ
でも確認できます。

若者はスマートフォンを長時間利用、
テレビや新聞を見なくなっている

320_Ⅰ-3-1-20 15～25歳のスマートフォンの１日当たり利用時間.xlsx

図表Ⅰ-3-1-20 15～25歳のスマートフォンの 1日当たり利用時間

（備考）　 1． 消費者庁「消費生活に関する意識調査」（2016年度）により作成。
　　　　 2．「あなたは、 1日当たりスマホをどのくらい使っていますか。」との問に対する回答。
　　　　 3．四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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　ここまで、若者を中心として、スマート
フォン等の情報通信機器の利用について、
その内容や時間、消費行動との関連等をみ
てきました。それにより、若者はインター
ネットにより多くの情報を収集しているこ
とや、中でもSNSの利用が他の年齢層と比
べ顕著であることが分かりました。
　そこで、若者がインターネットからの情
報をどのように活用しているか、またSNS
をどのように使っているのか、消費者への
意識調査結果等を紹介しながら、概観して
いきます。

　商品やサービスを選ぶときの情報入手先
については、「家族、友人、知人からの情報」
以外では、年齢層で違いがみられます（図
表Ⅰ-３-１-22）。
　20歳代を中心に、若者のほとんどがイン

ターネットを情報入手先として利用してい
ます。また、10歳代後半、20歳代ではSNS
の割合も、他の年齢層と比べ多くなってい
ます。一方、10歳代後半ではテレビ・ラジ
オ番組、新聞・雑誌の記事や広告の割合が
低く、先にみたテレビ・ラジオ・新聞・雑
誌にかける総時間の短さとの間で整合性が
みられます。
　他に、消費者トラブルに遭わないように
参考にする情報については、図表Ⅰ-2-２-１０
で紹介していますが、30歳代まではインター
ネットを最も利用しているとみられます。

　総務省「GDPに現れないICTの社会的厚
生への貢献に関する調査研究報告」による
と、インターネット上のレビューを参考に
する人のうち、商品の購入に踏み切ったこ
とがあるという人が20歳代から50歳代まで

若者は商品やサービス情報をイン
ターネットから入手

インターネット上のレビュー情報
も参考に

321_Ⅰ-3-1-21 年齢層別テレビ・ラジオ・新聞・雑誌総平均時間の推移.xls

図表Ⅰ-3-1-21 年齢別テレビ・ラジオ・新聞・雑誌の 1日当たり総平均時間の推移

（備考）　 総務省「社会生活基本調査」により作成。
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では約９割でした。レビューを参考にする
人にとってレビューの内容は購入の意思決
定に大きな影響を及ぼしていることが分か
ります（図表Ⅰ-３-１-23）。
　また、影響を及ぼす頻度については、20

歳代から30歳代までの若い世代では、５回
以上経験があると回答した人が約５割に及
び、より頻繁に意思決定に影響を及ぼして
いることがみて取れます。
　消費者庁「消費者意識基本調査」（2016

322_Ⅰ-3-1-22 商品やサービスを選ぶときの知識・情報入手先.xlsx

図表Ⅰ-3-1-22 商品やサービスを選ぶときの知識・情報入手先

（備考）　 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2016年度）により作成。
　　　　 2． 「あなたは、商品やサービスを選ぶとき、知識・情報を主にどのような機会で得ていますか。」との問に対する回答（ 3つまで回答）。
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（N＝6,009）

323_Ⅰ-3-1-23 レビューによる購入決定の経験.xlsx

図表Ⅰ-3-1-23 レビューによる購入決定の経験

（出典）　 総務省「GDPに現れないICTの社会的厚生への貢献に関する調査研究報告」
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年度）でも、「商品やサービスを検討する
ときにクチコミを参考にする」とした回答
の割合は、20歳代で71.4％となっており（図
表Ⅰ-３-１-24）、特に20歳代女性は82.7％と
高くなっています。

　インターネット等からの様々な情報を、
商品やサービスの選択の参考にする一方
で、情報が大量にあり、その収集手段も多
様になったために選択が困難になったと感
じている消費者もいます。第一生命経済研
究所 ｢若者の価値観と消費行動に関する調
査｣70によると、「モノや情報が多すぎて、
何が『いい』のかわからず買えないことが
多い」とする人は、特に20歳代の女性で多

く、20歳代前半の女性（学生を除く。）で
62.6％、20歳代後半の女性で61.9％を占め
ており、男性においても20歳代前半の学生
と、20歳代後半から30歳代前半までは他の
年齢層に比べて高く、若者において「選べ
なくて買えない」という状況が発生しやす
いことがうかがえます。さらに、「買いた
いと思って調べたり選んだりしているうち
に、面倒になって買うのをやめてしまうこ
とがある」とする割合も20歳代、30歳代の
女性では７割近くに及び、同年代の男性で
も過半数を占め、他の年齢層より高くなっ
ています。
　若者はインターネット等から多くの情報
を収集しているがゆえに、逆にその情報を
活用することが負担になっているという面
もあることがうかがえます。

情報が多すぎて、選択ができなく
なることも

904_Ⅰ-3-1-24 クチコミ参考にする割合.xlsx

図表Ⅰ-3-1-24 商品やサービスを検討するときにクチコミを参考にする

（備考）　 1 ．消費者庁「消費者意識基本調査」（2016年度）により作成。
　　　　 2． 「「商品やサービスを検討するときにクチコミを参考にする」との考え方や頻度について、あなたはどの程度当てはまりま

すか。」との問に対する回答。
　　　　 3．四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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70�）全国の20歳から49歳までの男女（サンプル数12,466人）を対象に、2017年２月15日～21日に実施したインターネッ
ト調査。
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　若者を中心として、スマートフォンでの
主な用途にSNSが挙げられたことを紹介し
ましたが、SNSはどのくらいの頻度で使わ
れているのでしょうか。
　消費者庁「消費生活に関する意識調査」
（2016年度）で、利用頻度について尋ねた
ところ、「毎日利用している」と回答した
割合が10歳代後半で72.7％、20歳代前半で
69.4％と高いことが分かります（図表Ⅰ-３-
１-25）。また、性別では30歳代までは女性
が男性を上回っていて、10歳代後半の女性
は約８割が毎日利用しています。
　また、同調査で、「SNSで情報を見たこ
とがきっかけで商品購入・サービス利用を
した」経験について尋ねたところ、10歳代
後半の女性を中心に、20歳代までの若者に

おいて、経験があるという回答の割合が高
くなっています（図表Ⅰ-３-１-26）。
　「友達がアップやシェアをした情報」や
「芸能人や有名人がアップやシェアをした
情報」がきっかけで商品購入・サービス利
用をしたという回答については、10歳代後
半と、20歳代で「友達」が３割、「芸能人
や有名人」が２割となり、それぞれの全体
平均（「友達」14.3％、「芸能人や有名人」
8.9％）を大きく上回りました。また、年
齢層を問わず、「友達がアップやシェアを
した情報」がきっかけで購入・利用をした
という女性の割合は、おおむね男性におけ
る割合を上回っています。
　若者や女性は、商品購入やサービス利用
について、友達や芸能人、有名人のSNSか
ら得る情報やつながりをきっかけにした
り、多用したりしていることが分かります。

若者はSNSをきっかけに商品購入

324_Ⅰ-3-1-24 性別・年齢層別SNS利用頻度.xlsx

図表Ⅰ-3-1-25 性別・年齢層別SNS利用頻度

（備考）　 1．　消費者庁「消費生活に関する意識調査」（2016年度）により作成。
　　　　 2．　「あなたは、SNSをどのくらい利用していますか。」との問に対する回答。
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　SNS等から得られる情報が消費行動につ
ながるというだけではなく、自ら情報を発
信している若者もかなりみられます。消費
者庁「消費者意識基本調査」（2016年度）
によれば、ウェブサイトやブログ、SNS等
を使って、身の回りの出来事や日頃考えて
いること等を情報発信しているかを尋ねた
ところ、当てはまる（「かなり当てはまる」
＋「当てはまる」）と回答した割合は、年
齢層が低いほど高い傾向で、10歳代後半、
20歳代の女性では４割に上ります（図表
Ⅰ-３-１-27）。若年層の女性を中心に、自ら
情報を発信する行動が浸透していることが
分かります。
　さらに、消費者庁「消費生活に関する意
識調査」（2016年度）でSNSに投稿する写
真や動画を撮影することを目的にとる行動
について尋ねたところ、SNSで投稿した経
験がある人のうち、全体では「旅行（日帰
りを含む）」が45.6％、「外食」が38.7％と、

いわゆる「コト消費」を行う人が多くみら
れます。
　年齢層別にみると、20歳後半を中心に、
何らかの行動をしている人が多いことが分
かります（図表Ⅰ-３-１-28）。また、全体と
比べ、10歳代後半、20歳代とも「友達と集
まる」との回答の割合が大きくなっていま
す。10歳代後半は、「イベントに参加する」
との回答が３割を超えています。
　性別にみると、女性のほうが情報発信の
ための行動をしている面がみられます。
　これらの、自分自身の身の回りの出来事
を投稿する行動には、スマートフォンが大
きな役割を果たしていると思われます。多
くの若者がスマートフォンを保有している
ことは前述したとおりですが、写真や動画
を簡単に撮影でき、すぐに投稿も可能とな
る、スマートフォンの機能を使って発信し
ていることが改めてうかがえます。
　以上、インターネットやSNSについて、
消費生活に関係する様々な利用についてみ
てきました。若者はスマートフォンの多様
な機能を使いこなし、日々活用しているこ

若者は自ら情報発信

325_Ⅰ-3-1-25 SNSで見た情報がきっかけで商品の購入又はサービスの利用をした経験.xlsx

図表Ⅰ-3-1-26 SNSで見た情報がきっかけで商品の購入又はサービスの利用をした経験

（備考）　 1．　 消費者庁「消費生活に関する意識調査」（2016年度）により作成。
　　　　 2．　 「あなたは、SNSで次のような情報を見たことがきっかけで商品の購入又はサービスの利用をしたことはありますか。」との問に

対する回答（複数回答）。
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326_Ⅰ-3-1-26 SNS等で身の回りの出来事等を情報発信.xlsx

図表Ⅰ-3-1-27 SNS等で身の回りの出来事等を情報発信

（備考）　 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2016年度）により作成。
　　　　 2． 「ウェブサイトやブログ、SNS等を使って身の回りの出来事や日頃考えていること等を情報発信している、という考え

方や態度について、あなたはどの程度当てはまりますか。」との問に対する回答。
　　　　 3． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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とが確認できました。そして、受け身とし
て情報を収集するのみならず、発信する側
にもなっており、そのために出掛けたり買
物をしたりするなど、消費行動にも大きく
影響していることが推測されます。

　第１部第２章第１節で、インターネット
を介した新たなサービスの形態であるシェ
アリングエコノミーについて、その仕組み
や認知度、関心や不安を紹介しました。こ
こでは、年齢層に分けて、その内容別のサー
ビス利用についての関心や、シェアリング
エコノミーというサービスに消費者が期待
すること等をみていきます。
　消費者庁「消費生活に関する意識調査」
（2016年度）で、「場所」、「モノ」、「移動」、
「スキル」の４項目について、シェアリン
グエコノミー利用への関心を聞いたところ、
既に利用したことがあるという回答と利用

していないが、今後利用したいという回答
を合わせてみると、「モノ」が、年齢層を問
わず最も高い関心を集めていることが分か
りました（図表Ⅰ-３-１-29）。これは、インター
ネットオークションやレンタルサービス等
の従来から存在するサービスに関係するも
のであることから、内容についてイメージ
しやすく、他のサービスに比べなじみがあ
ることが推測されます。そして、この「モノ」
については、特に若者における関心が高く
なっています。
　全体的な傾向として、若者は、項目を問
わず、シェアリングエコノミーに対する関
心が他の年齢層より高く、新しいサービス
を取り入れたいという柔軟性が見受けられ
ます。
　シェアリングエコノミーで「場所」、「モノ」、
「移動」、「スキル」等を利用することへの
期待は、「安価なこと」や「自分のニーズに
合っていること」との回答の割合が年齢を
問わず高くなっています（図表Ⅰ-３-１-30）。
　特に10歳代後半、20歳代の若者は、「安

情報化の進展がもたらす消費社会
の将来

327_Ⅰ-3-1-27 写真や動画を撮影することを目的とした行動.xlsx

図表Ⅰ-3-1-28 写真や動画を撮影することを目的とした行動

（備考）　 1． 消費者庁「消費生活に関する意識調査」（2016年度）により作成。
　　　　 2． SNSに写真や動画のアップを「よくする」又は「することがある」と回答した人に対する「アップする写真や動画を撮影する

ことを目的に次のようなことをしたことはありますか。」との問に対する回答（複数回答）。

33.3 25.6
28.1

29.0

23.4

28.6

16.4

26.1

35.4
34.9

42.2

26.1
21.4

23.9 18.8
27.1

22.1

32.8

22.5
19.1

19.1

16.3

4.5
15.9

34.4

47.7 53.1
48.6

39.7
43.9

55.2
50.7

37.5 37.2

60.9

42.8

34.8
39.8

26.9
31.9

70歳以上60歳代50歳代40歳代30歳代25―29歳20―24歳15―19歳
0

70
（％）

60

50

40

30

20

10 外食外食 旅行（日帰りを含む。） 買物
友達と集まる イベントに参加する

第
１
部

第
３
章
　
第
１
節
　
若
者
の
消
費
行
動

141



328_Ⅰ-3-1-28 シェアリングエコノミーへの関心.xlsx

図表Ⅰ-3-1-29 シェアリングエコノミーへの関心

（備考）　 1． 消費者庁「消費生活に関する意識調査」（2016年度）により作成。
　　　　 2． 「シェアリングエコノミーに興味はありますか。」との問に対する「既に利用したことがある（海外を含む。）」と「今後利用し

たい」の回答を合わせた数値。
　　　　 3． 「その他」は除く。
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329_Ⅰ-3-1-29 シェアリングエコノミーへの期待.xlsx

図表Ⅰ-3-1-30 シェアリングエコノミーへの期待

（備考）　 1． 消費者庁「消費生活に関する意識調査」（2016年度）により作成。
　　　　 2． シェアリングエコノミーを今後（も）利用してみたいとした回答者に対し「利用することにどのようなことを期待しますか。」

との問に対する回答。
　　　　 3． 「その他」、「特にない」、「分からない」は除く。
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価なこと」との回答の割合がそれぞれ
56.7％、64.8％と回答項目の中で最も高く
なっています。また、20歳代では「高価で
手が届かないものを使えること」との回答
の割合も、全年齢層の中で最も高く、
29.6％でした。
　他方で、「購入するよりも楽しかったり、
面白かったりすること」や「提供者とのコ
ミュニケーション」との回答は、年齢が上
がるほどその割合が増加しています。
　これらのことから現状として、若者は
シェアリングエコノミーによる場所、モノ、

移動等の利用に対して関心が高い一方、貴
重な体験や娯楽といった側面での利点より
も、実利的な側面により期待していること
がうかがえます。
　以上のように、シェアリングエコノミー
を例に挙げましたが、情報化の進展がもた
らす新たな消費形態等については、将来を
担う若者が中高年層より一歩先に自身の消
費形態に取り入れてリードしていくこと
で、今後、消費社会の更なる発展へとつな
がっていく可能性があります。
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　経済産業省「消費者理解に基づく消費経済市場の活性化」研究会報告書（2017年３
月）では、2030年の消費経済市場において、「自律的消費」、「他律的消費」、「偶発的
消費」の3つの特徴的な消費行動タイプが現れるのではないかと提示しています。
　ここでいう「自律的消費」とは、自らのこだわりを追求し、消費を自らコントロー
ルする消費行動のタイプです。また、「他律的消費」とは、自分の求めている最適な
商品やサービスについて、他者がIT等を通じて発見して提案して欲しいとする消費行
動のタイプです。そして、「偶発的消費」とは「ワクワク・ドキドキ感を味わいたい」
という欲求を追求し、偶然おもしろいと感じるものを発見することを望む消費行動の
タイプです。
　この３つの消費行動のタイプは、１個人の中に共存しており、消費者は一つにとど
まらず常にそれぞれのタイプ間を行き来しています。このような動態的な消費の変化
を捉えるには、あるタイプから別のタイプに移る“変化の兆し”を察知する必要があ
ります。どのような要素が、その“変化”を起こさせ、また“変化の兆し”を生じさ
せるのかを見極め、消費行動タイプ間での動きを一早く掴むことが、消費者理解の重
要なポイントになります。
　将来を見据えながら「消費」を改めて見つめ直し、単なる「消費」やその活性化を
意味するものではなく、例えば、セレンディピティ（欲しいものとの偶然の出会い）
などを通じた“心の豊かさ”を感じる消費社会を構築していくには、消費者・事業者・
行政が連携していく必要があります。

今後、現れると想定される3つの消費行動タイプ
C O L U M N 10

（消費に関する価値観の多様化）

自律的消費

他律的消費

偶発的消費

ワクワク
ドキドキ感を
味わいたい

自由な時間
が欲しい

自分に合った
ものが欲しい

・多くの選択肢の中から偶
然の発見に価値を感じる

・自分のこだわりを追求したい
・自分の消費は自分でコントロー
ルしたい

・自分の求めていることを（BD・AI
等を通じて）発見して欲しい

・最適解を効率的に得たい

・個人向けレコメンドの発達
・BD・AI、ロボットへのアウトソース

・セレンディピティ
・旅先で出会ったもの

に価値を感じる
・自らオーダーメイド、カスタ

マイズ
・メイカーズ、クラウドファン

ディング
・C to C
・多様な働き方
・余剰時間→人間時間

起こりうる市場の変化
・BD・AI、ロボット等の技術的進展
・決済手段の多様化（キャッシュレス

等）
・消費者レイティング
・ダイナミックプライシング
・SNSコミュニティの更なる拡大　等
・電子レシート普及
・クレジットAPI連携
・データ売買市場の構築

消費者と企業の
関係性を描く際
の前提とする

※　３つの消費タイプは１個人の中に共存するものであり、これら３
つの消費タイプは相互に連関している。これらのうち、消費者がど
の部分に重きを置いて消費行動をとるか、また、それを踏まえて企
業がどのような戦略をとるか（逆に消費者を誘導するか）、それら
によってどのような消費経済社会となるか（目指すか）等の視点が
必要となる。
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　若者は、成熟した成人と比べて「知識」、「社会経験」、「お金（資力）」が乏しいことによっ
て、消費者トラブルに巻き込まれたり、被害が大きくなったりするといわれています。
　特に成人に達する前後の年代は、多くが高校を卒業して、大学へ進学したり就職したり
するなど、生活環境が変わる時期に当たります。また、親元を離れて一人暮らしを始める
ケースも多く、社会と接点を持つ活動も急速に増えていきます。
　このように若年期の状況によって生じる特徴的な消費者トラブルがある一方、最近の社
会経済環境の変化や若者の嗜好によって、新たに目立ってきている消費者問題もあります。
　本節では、10歳代後半から20歳代に焦点を当てて、全国の消費生活センター等へ寄せら
れた消費生活相談情報に基づき、以上の観点から、若者の消費者トラブルの内容・傾向を
示していきます。
　また、若者は他の世代に比べ、「体力」71、「吸収力」、「行動力」があるといわれています。
つまり、どんどん進化している情報ツールを使いこなし、新たな発想で文化を作っていく
側面も持っています。したがって、若者へ向けた消費者啓発が適切に届けば、消費者被害
を未然に防ぐメリットも大きく、万一トラブルに巻き込まれたとしても、解決に向けて自
分自身で情報収集して行動を起こす力が育まれることにも期待ができます。これら若者の
持っている力も念頭において、近年の動きについて分析していきます。

　全国の消費生活センター等へ寄せられた、
15歳から29歳までの若者に関する消費生活
相談を年齢によって３つに区分し、この10
年間の相談件数の推移をみると、2007年以
降それぞれ減少傾向にあり、2012年以降は
ほぼ横ばいの状況となっています（図表Ⅰ-
３-２-１①～③）。
　10歳代後半の相談は、2007年には約３万
件でしたが、2012年に約1.7万件となり、
2016年は約1.6万件の相談が寄せられていま

す。この年齢層の相談は性別にみると例年、
男性がおおむね約６割を占めています。た
だし2016年においては、男性が51.5％に対
し女性が47.1％と、例年より女性の割合が
大きくなっていることが特徴的です（図表
Ⅰ-３-２-１④）。これは、第１部第１章第３節
で紹介した、インターネット通販等による
健康食品等の「定期購入」トラブルが増加
したことの影響によるものと考えられます。
　20歳代前半は成年に達し、社会人となっ
ていく時期に当たることから、2016年は10
歳代後半の2.4倍にあたる約3.9万件の相談
が寄せられています。また、この年代は、
10歳代後半と異なり、女性の相談が半数を
超え、男性の割合を上回っています。
　20歳代後半の相談件数は、この10年の推

若者の消費者トラブル第 ２節

（ １）若者に関する消費生活相談

消費生活相談件数の推移

71）スポーツ庁「平成27年度体力･運動能力調査報告書」
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移をみると2014年までは20歳代前半を上
回っていましたが、2015年以降は20歳代前
半とほぼ同水準となり、2016年は20歳代前
半を下回る約3.8万件となっています。性
別では女性が半数を超えるという点で、20
歳代前半と共通しています。
　以上から、５歳単位でも若干異なる傾向
があり、成年になると女性がトラブルに遭
う機会が多くなることがうかがえます。
　なお、少子化によってこの年齢層の人口

が減少していることを考慮して、人口1,000
人当たりの相談件数をみても、どの年齢層
でも、相談件数が減少しています。例えば、
10歳代後半は、2007年の4.7件が2016年は2.7
件と20歳代に比べて少ない件数となってい
ます。20歳代前半は、2007年は11.0件でし
たが、2016年は6.4件、20歳代後半は2007
年が10.7件、2016年は6.0件となっています。
　人口1,000人当たりの相談件数の推移に
ついては第１部第１章第３節の図表Ⅰ-1-

図表Ⅰ-3-2-1 若者の相談件数

330○04124_Ⅰ-3-2-1 若者の相談件数.xlsx

（備考）　 PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）及び総務省「人口推計」により作成。
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③　25―29歳

（1,000人当たり
　相談件数）（件）
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②　20―24歳

（1,000人当たり
　相談件数）（件）

④　2016年

15―19歳 20―24歳 25―29歳
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3-2で他の年齢層と併せてみましたが、65
歳以上では増加していた一方、若者は減少
傾向にあり、動きが二極化しています。
　こうした状況から、最近、若者の相談件
数が減っていることは明らかですが、その
背景としていくつかの要因が考えられます。
　消費者庁「消費生活に関する意識調査」
（2016年度）で、トラブルに遭った際どの
ような行動をとるかについて尋ねたとこ
ろ、「消費生活センター等の公共の相談窓
口に相談する」との回答の割合は、10歳代
後半が10.9％、20歳代前半が10.0％、20歳
代後半が16.3％と、全体平均の26.6％を大
きく下回りました。トラブルに遭ったとし
ても、他の年齢層に比べ、若者にとっては
消費生活センター等への相談が解決の選択
肢となっていないことが分かります。
　また、そもそもトラブルに遭わなくなっ
てきているということも考えられます。例
えば、若者に多くみられるといわれる
キャッチセールスやアポイントメントセー
ルス、デート商法のトラブルについて20歳
代の相談件数をみていくと、2007年から
2011年まで減少しており、先ほどみた図表

Ⅰ-３-２-１②～③と同じような動きをしてい
ます（図表Ⅰ-３-２-２）。
　第１節において、若者の消費が堅実に
なってきていることを紹介しました。一方、
デート商法では相手に異性に対する好意を
抱かせ、そのような（偽りの）恋愛関係に
つけ込んで、高額なアクセサリー等の商品
等を販売するケースが多く、最近の若者の
嗜好には合わなくなってきていることも推
測されます。
　さらに、トラブルに遭っても自分自身で
解決し、消費生活センター等への相談には
つながらないということも考えられます。
例えば、15歳から25歳までを対象とした消
費者庁「消費生活に関する意識調査」（2016
年度）によると、「契約のルールや取引の
トラブル防止策」を教えてもらったことが
あるとの回答は53.1％で、こういった学校
などでの消費者教育の効果が表れている可
能性があります。他に、デジタルネイティ
ブである若者がスマートフォン等を用い、
インターネット上でトラブル解決のための
情報を迅速に調べて、対応していることも
あると思われます。同調査では、商品の購

331_Ⅰ-3-2-2 20歳代のキャッチセールス等に関する相談件数.xlsx

図表Ⅰ-3-2-2 20歳代のキャッチセールス等に関する相談

（備考）　 PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
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入やサービス利用でトラブルに遭った際、
最初にとる行動として「インターネットを
検索して参考になる情報を探す」と回答し
た割合が全体平均では49.0％のところ、10
歳代後半では70.0％、20歳代前半では
63.2％となりました（図表Ⅰ-３-２-３）。この
結果からも、トラブル対応にインターネッ
トを使っていることが分かります。

　性別及び年齢層別に2016年の若者の相談
を商品・サービス別にみると、男性の10歳
代後半は、インターネット利用に関する内
容が上位を占めています（図表Ⅰ-３-２-４）。
20歳代前半では、「賃貸アパート」が２番目、
「フリーローン・サラ金」が３番目となり、
「他の内職・副業」がみられるのも特徴で
す。20歳代後半は「賃貸アパート」に関す
る相談が最も多く寄せられています。
　男性で各年齢層に共通してみられる「普
通・小型自動車」は、10歳代後半に比べ、
成年の方が相談件数は多くなっています。
インターネット利用に関するものでは、「オ
ンラインゲーム」が10歳代後半及び20歳代

後半で上位にみられます。また、成年では
20歳代前半、後半ともに「フリーローン・
サラ金」が上位にみられます。
　女性は、10歳代後半では、インターネッ
ト利用に関する内容と並んで、ダイエット
に関連する商品である健康食品や酵素食品
等に関する相談が上位にきているのが特徴
です。また、「コンサート」に関する相談
も多く寄せられています。20歳代前半は男
性と同様、「賃貸アパート」が２番目となり、
他に「脱毛エステ」を中心としたエステ
ティックサービスについての相談も多くみ
られます。20歳代後半は男性同様、「賃貸
アパート」の相談が最も多くなっています。
また、美容医療等を含む「医療サービス」
も上位にみられます。
　女性では、広い意味での美容に関わる相
談が多くみられるのが特徴ですが、年齢層
ごとに上位にみられる商品・サービスが異
なります。
　また、20歳代後半では男女共通で「結婚
式」に関する相談もみられ、若者の中でも
ライフステージの違いで相談内容が異なっ
てくることが確認できます。

若者に多い商品・サービス別相談

332_Ⅰ-3-2-3 商品の購入やサービス利用でトラブルに遭った際、最初に取る行動.xlsx

図表Ⅰ-3-2-3 商品の購入やサービス利用でトラブルに遭った際、最初にとる行動

（備考）　 1． 消費者庁「消費生活に関する意識調査」（2016年度）より作成。
　　　　 2． 「商品の購入やサービスの利用でトラブルに遭った際の行動に、順番をつけてください。」との問に対する回答として 1番目に

選ばれたもの。

70歳以上60歳代50歳代40歳代30歳代25―29歳20―24歳15―19歳
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70.0
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　2016年の若者の相談を、年齢を３つに区
分し販売購入形態別にみると、インター
ネット利用を含む「インターネット通販」
に関する相談は、10歳代後半は約9,500件

（58.4％）、20歳代前半は約1.3万件（32.7％）
と最も多くなっています（図表Ⅰ-３-２-５）。
20歳代後半でも、「店舗購入」を下回りは
するものの、約1.2万件（31.7％）寄せられ
ており、若者の相談ではインターネットに
関するものが共通して多いといえます。
　「店舗購入」に関する相談は、成年と未

インターネット通販に関する相談
が多い

333○0411_Ⅰ-3-2-4 若者の上位商品相談件数.xlsx

図表Ⅰ-3-2-4 若者の商品・サービス別上位相談件数（2016年）

（備考）　 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2．品目は商品キーワード（小分類）。
　　　　 3．相談件数が同数のものは、キーワード順になっている。

男性
15-19歳 20-24歳 25-29歳

件数 8,369 件数 18,461 件数 17,960
1 アダルト情報サイト 2,660 アダルト情報サイト 2,025 賃貸アパート 1,650
2 デジタルコンテンツ（全般） 507 賃貸アパート 1,080 アダルト情報サイト 1,420
3 テレビ放送サービス（全般） 337 フリーローン・サラ金 1,074 フリーローン・サラ金 1,068
4 オンラインゲーム 310 デジタルコンテンツ（全般） 851 デジタルコンテンツ（全般） 911
5 他のデジタルコンテンツ 267 商品一般 649 光ファイバー 613
6 出会い系サイト 227 光ファイバー 618 普通・小型自動車 570
7 商品一般 191 普通・小型自動車 608 商品一般 554
8 賃貸アパート 150 出会い系サイト 550 他のデジタルコンテンツ 453
9 普通・小型自動車 141 他の内職・副業 536 出会い系サイト 384
10 光ファイバー 141 他のデジタルコンテンツ 494 モバイルデータ通信 379
11 携帯電話サービス 116 携帯電話サービス 390 携帯電話サービス 371
12 相談その他（全般） 106 モバイルデータ通信 357 結婚式 280
13 新聞 104 役務その他サービス 289 オンラインゲーム 267
14 オートバイ 92 興信所 283 役務その他サービス 256
15 ビジネス教室 88 テレビ放送サービス（全般） 278 インターネット接続回線（全般） 248

女性
15-19歳 20-24歳 25-29歳

件数 7,640 件数 20,656 件数 20,131
1 アダルト情報サイト 1,559 アダルト情報サイト 2,000 賃貸アパート 1,740
2 他の健康食品 719 賃貸アパート 1,188 アダルト情報サイト 1,360
3 デジタルコンテンツ（全般） 496 デジタルコンテンツ（全般） 1,028 デジタルコンテンツ（全般） 1,100
4 他のデジタルコンテンツ 268 脱毛エステ 913 他のデジタルコンテンツ 589
5 テレビ放送サービス（全般） 251 出会い系サイト 617 商品一般 578
6 健康食品（全般） 233 他のデジタルコンテンツ 531 出会い系サイト 570
7 酵素食品 174 商品一般 527 フリーローン・サラ金 509
8 野菜飲料 162 他の健康食品 524 光ファイバー 461
9 賃貸アパート 155 モバイルデータ通信 504 モバイルデータ通信 457
10 商品一般 139 痩身エステ 475 携帯電話サービス 432
11 コンサート 134 他の内職・副業 417 脱毛エステ 411
12 脱毛エステ 109 美顔エステ 407 他の健康食品 407
13 携帯電話サービス 107 興信所 405 結婚式 367
14 出会い系サイト 105 光ファイバー 401 医療サービス 311
15 相談その他（全般） 104 フリーローン・サラ金 389 興信所 294
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図表Ⅰ-3-2-3 商品の購入やサービス利用でトラブルに遭った際、最初にとる行動

（備考）　 1． 消費者庁「消費生活に関する意識調査」（2016年度）より作成。
　　　　 2． 「商品の購入やサービスの利用でトラブルに遭った際の行動に、順番をつけてください。」との問に対する回答として 1番目に

選ばれたもの。
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成年とでは相談件数に大きな差がみられ、
自分自身で判断して契約や購入する機会が
増えることに比例して、件数が増加してい
る傾向がみられます。また、成人直後に当
たる20歳代前半は前後の年齢層と比べ、
キャッチセールス等の「訪問販売」や、「マ
ルチ取引」に関する相談が多いことが確認
できます。

　第１部第２章でも紹介しましたが、消費
者庁「消費者意識基本調査」（2016年度）で、
スマートフォンの利用用途として「SNS」
と回答した人が10歳代後半、20歳代ともに
７割という結果が得られたことからも分か
るように、若者においては、SNS利用は日
常的になっています。
　SNSがきっかけとなるトラブルの相談が
増加傾向にあることは第１部第１章第４節
でも紹介していますが、若者はSNSの利用
頻度が高いことに伴い、相談件数も他世代
と比べて多い状況にあります。

　20歳代前半を中心に、2014年から増加が
顕著となっています。性別では、20歳代後
半では女性の相談が多く寄せられています
（図表Ⅰ-３-２-６）。
　主な事例として、未成年の相談では、
「SNSで知り合った人からコンサートチ
ケットを譲り受ける約束をして代金を支
払ったが、相手と連絡が取れなくなった」
といった内容が目立ちます。他に、第１部
第１章第４節で紹介したダイエットサプリ
メント等の健康食品の「定期購入」のトラ
ブルが2016年は未成年、成年を問わず女性
に多くなっています。また、「SNSで個人
からバイクを買う約束をし、代金を支払っ
たが商品が届かない」、「SNSで知り合った
人にもうかる情報があると言われ、投資用
教材を購入したがもうからなかった」等、
SNSでの広告や、SNS上で知り合った人と
のやり取りでトラブルに巻き込まれるケー
スが目立ちます。他に、「SNSで、送られ
てきた荷物を指定された住所に転送するだ
けで報酬がもらえるというアルバイトを紹
介され、身分証明書の画像など個人情報を
相手に送ったところ、知らない間に自分の

SNSがトラブルのきっかけとな
るケース増加
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図表Ⅰ-3-2-6 若者のSNSに関する相談

（備考）　 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2． 「その他」には、「団体等」、「不明」が含まれる。
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図表Ⅰ-3-2-5 年齢層別販売購入形態別相談件数（2016年）

（備考）　 PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
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名義で携帯電話が契約されていた」という
相談も2016年に寄せられています72。
　図表Ⅰ-３-２-２で、キャッチセールス等の
勧誘に関わる相談は減少していることを紹
介しましたが、それらは消費者が駅や繁華
街の路上で呼び止められて営業所等へ連れ
て行かれ、勧誘で長時間引き止められたり、

強引に、又は不安をあおられたりして商品
やサービスを契約させられるものです。こ
ういった、きっかけが対面型の相談につい
て顕著に減ってきた中、SNS等のインター
ネット上の顔が見えない中でのやり取りで
あるという点に特徴がある相談が最近際
立っていると考えられます。

72）国民生活センター「『荷受代行』・『荷物転送』アルバイトにご注意！（速報）」（2016年７月22日公表）
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図表Ⅰ-3-2-6 若者のSNSに関する相談

（備考）　 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2． 「その他」には、「団体等」、「不明」が含まれる。
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図表Ⅰ-3-2-5 年齢層別販売購入形態別相談件数（2016年）

（備考）　 PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
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　国民生活センターでは、若者（特に18歳から22歳まで）に消費者トラブルの内容と
消費生活相談窓口について広く周知することが大切であると考え、下のようなクリア
ファイルを35,000部作成し、全国大学生活協同組合連合会等を通じて大学生向けに配
布しています。若者の消費生活相談において、SNSがきっかけとなるトラブルの相
談が増加していることを踏まえた工夫が盛り込まれています。

　クリアファイルは学生の必携品です。手に入れた学生に学校生活等で活用されるこ
とで、クリアファイルの画像が周囲の友人等の目にも触れることになるとの周知効果
も期待されます。

「取り返しのつかなくなる前にお電話ください。」
―大学生向けに消費者トラブル事例と相談窓口を周知―

C O L U M N 11

　若者が読みやすいよう、SNSでの会話
の形式で、儲け話やエステ等若者によくあ
るトラブル事例を紹介。

　シンプルなイラストで、「取り返しのつかなく
なる前にお電話ください。」のメッセージととも
に「消費者ホットライン」188（いやや！）を強調。

スマートフォンの画面をイメージ
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　ここでは、若者に目立つ最近の消費者ト
ラブルについて、紹介していきます。

　若者に関する消費生活相談の特徴とし
て、「マルチ取引」（まがい取引も含む。）73

の相談の多さが挙げられます。2007年以降
の年齢層別の「マルチ取引」の相談件数の
推移をみると、20歳代が他の年齢層と比べ
突出しています（図表Ⅰ-３-２-７）。全体の
傾向としては、2011年までは減少し、その
後、20歳代は増加傾向に転じています。20
歳代の相談をみると、2016年には、2007年

の約６割ではあるものの、4,000件を超え
る相談が寄せられています。
　若者における「マルチ取引」でのトラブ
ルのきっかけとしては、成人直後に友人や
同僚等から勧誘されることが多く、具体的
な商品･サービスは、これまで「健康食品」
や「化粧品」が主流でしたが、ここ数年を
みると投資用DVD教材が目立つようにな
りました。また、2015年以降、SNSをきっ
かけとしたものや、海外事業者に関するも
のが多くみられるようになってきています。
　例えば、最近みられる相談内容の中には、
SNSで知り合った人からのメッセージで
「海外のインターネット上のカジノのア
フィリエイトで稼げる、新たな会員を紹介
すると紹介料も受け取れるので一緒にやろ
う」と誘われるケースなど、友人だけでは
なく、実際には会ったことがない人から

（ ２）若者に多い消費者問題

若者で多いマルチ取引はSNSや
海外に関する内容が目立つ

73�）国民生活センターによると、「マルチ取引は「商品・サービスを契約して、次は自分が買い手を探し、買い手が
増えるごとにマージンが入る取引形態。買い手が次のその販売組織の売り手となり、組織が拡大していく」取引と
定義されている」ため、「「マルチ取引」は、特定商取引法の「連鎖販売取引」とは必ずしも一致しない」（消費者
委員会成年年齢引下げ対応検討ワーキング・グループ報告書（2017年１月　３頁参照））。
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図表Ⅰ-3-2-7 マルチ取引に関する相談

（備考）　 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2． 「マルチ取引」の相談には、特定商取引法に定める連鎖販売取引だけではなく、マルチまがい取引のケースも含まれる。
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　国民生活センターでは、若者（特に18歳から22歳まで）に消費者トラブルの内容と
消費生活相談窓口について広く周知することが大切であると考え、下のようなクリア
ファイルを35,000部作成し、全国大学生活協同組合連合会等を通じて大学生向けに配
布しています。若者の消費生活相談において、SNSがきっかけとなるトラブルの相
談が増加していることを踏まえた工夫が盛り込まれています。

　クリアファイルは学生の必携品です。手に入れた学生に学校生活等で活用されるこ
とで、クリアファイルの画像が周囲の友人等の目にも触れることになるとの周知効果
も期待されます。

「取り返しのつかなくなる前にお電話ください。」
―大学生向けに消費者トラブル事例と相談窓口を周知―

C O L U M N 11

　若者が読みやすいよう、SNSでの会話
の形式で、儲け話やエステ等若者によくあ
るトラブル事例を紹介。

　シンプルなイラストで、「取り返しのつかなく
なる前にお電話ください。」のメッセージととも
に「消費者ホットライン」188（いやや！）を強調。

スマートフォンの画面をイメージ
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SNSを通じて勧誘されるものがみられま
す。他には、SNSで実業家を名のる人から
「海外のホテルを格安で利用できるとリ
ゾート会員権の契約を勧められ、さらに人
を紹介するとお金が入ると説明された」と
して契約する例もみられます。そして指示
された海外事業者のサイトにアクセスして
会員登録し、登録料をクレジットカード決
済したものの、説明のように簡単にはもう
からず、解約したい、等の内容が寄せられ
ています。
　こうしたSNS上での出会いがトラブルの
きっかけとなるケースや、対象となる商材
がインターネット上で取引を行えるもので
あること、トラブルの相手が海外事業者で
あることなど、従来のような対面での勧誘
に加え、インターネット等を介しての広が
りがみられるため、注意が必要です。
　なお、図表Ⅰ-３-２-6でみたように、若者
の年齢層を３つに区分すると、2016年の相
談件数は20歳代前半が10歳代後半及び20歳
代後半に比べて多いものの、10歳代後半及
び20歳代後半も前年より相談件数が増加し
ているため、これらの年齢層についても注

意が必要です。

　「エステティックサービス」や「美容医療」
に関する消費生活相談件数は、女性の占め
る割合が、2016年にはそれぞれ約95％、約
78％であるとおり、女性に多くみられるも
のです。
　2016年の「エステティックサービス」の
相談を女性について年齢層別にみると、「脱
毛エステ」、「痩身エステ」、「美顔エステ」、
「他のエステティックサービス」の種類別
でそれぞれ20歳代の相談件数が最も多く
なっています（図表Ⅰ-３-２-８）。
　20歳代の相談のうちでは、「脱毛エステ」
に関する相談が最も多く、次いで「痩身エ
ステ」、｢美顔エステ｣ という順です。アロ
マセラピーやリラクゼーションマッサージ
等の「他のエステティックサービス」は30
歳代、40歳代と大きな差はありません。ま
た10歳代は「脱毛エステ」の相談が目立っ
ています。

美容に関連する相談は20歳代で多い

図表Ⅰ-3-2-8 エステティックサービスに関する相談（2016年・女性）
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（備考）　 PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
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　寄せられた相談のうち、「同級生に誘わ
れてエステに行き契約したが、家族に反対
されたので中途解約したい」、「脱毛エステ
を中途解約したが、店が色々なことを理由
に精算金を返金しない」など、解約に関す
る事例が約９割と多くみられます。また、
数は少ないものの、第１部第１章第２節で
紹介した、エステサロンの施術で熱傷に
なった例などの生命・身体に関する相談も
寄せられています。
　医療脱毛、豊胸手術、二重まぶた手術な
ど、医師による医療のうち「もっぱら美容
の向上を目的として行われる医療サービ
ス」を「美容医療」といいます。2016年の
相談件数全体のうち約８割が女性の相談で
すが、10歳代、20歳代、30歳代は他の年齢
層と比べると性別による差がやや小さく
なっています（図表Ⅰ-３-２-９）。年齢層別
にみると、20歳代が男女共に最も相談が多
く、特に20歳代女性は30歳代女性、40歳代
女性と比べても２倍近い相談が寄せられて
います。なお、20歳代女性の相談は、2016
年には2012年と比べて1.4倍となっており、

他の年齢層より大きく増加しています。
　主な相談事例は、女性は「無料脱毛のチ
ケットをもらい出かけたクリニックで、高
額の全身脱毛を契約してしまったが、解約
したい」、「ケミカルピーリングの施術によ
り、顔中に発疹が出た」、男性は「包茎手
術をしたが、高額な上、手術結果に納得で
きない」といったものがみられます。
　その他、美容に関連する内容でも、施術
を受ける側ではなく、主に施術をする側の
養成に関するサービスについても相談が寄
せられています。エステティシャン、ネイ
リスト、メイクアップ、まつ毛エクステン
ション施術、アロマセラピー教室等の「美
容関連教室」に関する相談件数は、年齢層
別では、20歳代女性が30歳代女性と共に最
も多くなっています。
　消費者庁では、2016年８月に「脱毛エス
テ契約のポイント」についてのチラシを公
表しています（図表Ⅰ-３-２-10）。情報を集
めることは大事ですが、広告をう呑みにせ
ず、正しい情報収集をしましょう。①施術
の勧誘にも慌てて契約せず、よく考えるこ

338○0411_Ⅰ-3-2-9 「美容医療」に関する相談件数（2016年）.xlsx

図表Ⅰ-3-2-9 「美容医療」に関する相談（2016年）

（備考）　 PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
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とが重要です。②１か月、５万円を超える
エステティックサービスの契約を締結した
場合は契約書面を受け取った日から起算し
て８日間はクーリング・オフができます。
③契約書面を受け取ってから起算して８日
間が経過した後も、止めたい場合は、中途
解約ができます。また、同年９月には、厚

生労働省と協力・連携し、「美容医療を受
ける前に確認したい事項と相談窓口につい
て」を公表し、注意喚起を行っています（コ
ラム参照）。美容医療などの施術を受ける
場合は、医師などから十分な説明を受けた
上で、落ち着いてよく考えてから施術を受
けるか決めましょう。 　美容医療サービスは、消費者と事業者との間の情報の質・量や交渉力の格差が大き

いのみならず、一度施術を受けると元に戻りにくく、費用が高額に及ぶといった特性
を有し、また、身体被害や契約等に関する相談やトラブルが多い分野です。
　消費者庁は、厚生労働省と協力・連携し、2016年９月、美容医療サービスを受ける
に当たって注意すべき事項についてチラシを作成しました。具体的には、医師の説明
を十分に理解できたか、今すぐ必要な施術かなどについて、施術を受ける前に確認す
るよう周知を行っています。消費者庁ウェブサイトでは相談窓口に関する情報など関
連情報を掲載していますので、是非、この機会に確認してください。（URL：http://
www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/information/caution_
161027_01.html）

美容医療を受ける前に確認したい事項と
相談窓口について

C O L U M N 12

339○0407_Ⅰ-3-2-10 脱毛エステに関する注意喚起.pptx

図表Ⅰ-3-2-10 脱毛エステに関する注意喚起
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　美容医療サービスは、消費者と事業者との間の情報の質・量や交渉力の格差が大き
いのみならず、一度施術を受けると元に戻りにくく、費用が高額に及ぶといった特性
を有し、また、身体被害や契約等に関する相談やトラブルが多い分野です。
　消費者庁は、厚生労働省と協力・連携し、2016年９月、美容医療サービスを受ける
に当たって注意すべき事項についてチラシを作成しました。具体的には、医師の説明
を十分に理解できたか、今すぐ必要な施術かなどについて、施術を受ける前に確認す
るよう周知を行っています。消費者庁ウェブサイトでは相談窓口に関する情報など関
連情報を掲載していますので、是非、この機会に確認してください。（URL：http://
www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/information/caution_
161027_01.html）

美容医療を受ける前に確認したい事項と
相談窓口について
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　美容に関するトラブルのほか、若者を中
心として、タレント・モデル契約関連の様々
なトラブルも発生しています74。相談は20
歳代を中心に、女性のみならず男性の相談
も寄せられています（図表Ⅰ-３-２-11）。
　トラブルのきっかけは、以前多くみられ
た繁華街等でのスカウトに加え、最近では、
スマートフォン等で検索して見付けたオー
ディションに申し込んだり、SNSに書き込
まれているタレント事務所の募集広告を見
て自ら連絡を取ったり、SNSで知り合った
人からの紹介を受ける等、様変わりしてい
ます。ここでもSNSが何らかの形で関係す
るケースが増えています。
　タレントやモデルになるために必要だ
と、商品購入やサービス利用を勧められる
ことがあり、これに関する相談もよくみら
れますが、相談内容は多岐にわたります。

例えば、「オーディションの合否にかかわ
らず高額なマネジメント契約やタレント養
成教室等の契約を求められる」、「プロ
フィール写真のために必要と高額な撮影料
を請求される」、「仕事に必要だからと高額
なエステ契約をさせられる」などの様々な
トラブルが発生しています。
　また、「高額な契約をしたものの仕事を紹
介されない」、「レッスン内容のレベルが低
い」という相談や、「解約時に高額な違約
金を請求された」などの事例もみられます。
　悪質事業者の場合、若者の、タレントや
モデルに憧れる気持ちにつけ込んで甘い言
葉をかけてくることがありますが、金銭の負
担を求められる場合は特に注意が必要です。
　その他、「モデル事務所の面接に行ったと
ころ、アダルトDVDへの出演を勧められた」
というケースもあります。
　こういったことから、消費者庁、国民生
活センターは2017年４月に「タレント・モデ
ル契約のトラブルに注意‼」として注意喚

タレント・モデル契約に関連した
トラブル

74�）国民生活センター「タレント・モデル契約のトラブルに注意してください！―10代・20代の女性を中心にトラブ
ル発生中―」（2016年11月30日公表）

340○0405_Ⅰ-3-2-11 タレント・モデル契約に関する相談件数.xlsx

図表Ⅰ-3-2-11 タレント・モデル契約に関する相談件数（2016年）

（備考）　 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2． 「団体等」、性別が「不明」、「無回答（未入力）」を除く。
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起を行っています（図表Ⅰ-３-２-12）。

　高校を卒業し大学に入学するときや、学
生から社会人になるときなど、新生活が始
まるタイミングで一人暮らしを始める若者
は多く、それまで実家で生活していたとき
は保護者が対応していたような、世帯ベー
スで発生する消費生活上の契約について、
若者が当事者として判断するようになる中
でトラブルに発展するケースがみられます。
　例えば、図表Ⅰ-３-２-４でも上位商品に挙
がっていたアパート等を借りるなどの不動
産貸借や、テレビの受信料支払、新聞購読、
インターネット接続回線の契約等について
の相談が寄せられています。
　不動産貸借については、契約終了時に引
き払う際の原状回復における敷金等につい

て、貸主とトラブルになる事例が主な相談
内容として挙げられます。
　またテレビの受信料支払や新聞購読、イ
ンターネット接続回線契約等の訪問勧誘に
ついては、強引に支払・契約を求められた
等の相談が多く寄せられています。

　その他、図表Ⅰ-３-２-４でも上位商品に挙
がっていた「オンラインゲーム」に関する
相談は、10歳代後半の男性で多くなってい
ます。
　20歳代後半になると主に結婚式場予約の
キャンセル等の「結婚式」に関する相談が
目立つようになります。一般的には、人生
の中で結婚式に関する契約を頻繁に経験す
ることはありません。そこに事業者と消費
者との間に情報の質・量や交渉力の格差が
生まれやすい要因があります。また、かか
る費用も決して安くはありません。自分に
合ったサービスを適切に選択するのは難し
く、トラブルが発生しやすい状況となります。
　また、留学に関連する「留学等斡旋サー
ビス」に関する相談は2016年には20歳代で
最も多い状況です。
　成人になると、未成年ではほとんどみら
れなかった融資に関わる相談も多く寄せら
れるようになります。「フリーローン・サ
ラ金」についての相談では、「ネットで検
索した金融業者にスマートフォンを購入し
て送れば融資すると言われ送ったが、融資
されない」などの内容がみられます。
　他に、大学生が就職活動を迎える時期に、
就職に役立つ等の説明で、いわゆる就活塾
や自己啓発セミナー、起業家育成セミナー
等の勧誘を受けたという相談がみられま
す。中には、「大学生の友人から起業家育

一人暮らしをきっかけにしたトラ
ブル

若者に多いその他のトラブル事例

340○0405_Ⅰ-3-2-11 タレント・モデル契約に関する相談件数.xlsx

図表Ⅰ-3-2-11 タレント・モデル契約に関する相談件数（2016年）

（備考）　 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2． 「団体等」、性別が「不明」、「無回答（未入力）」を除く。
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成講座に誘われ、100万円以上もする代金
を消費者金融で借金して支払い、契約した
が、解約したい」などと、高額な契約トラ
ブルになっているケースもあります。

　これまでみてきた具体的なトラブルの例
から、若者はインターネットやSNSを利用
する頻度が多く、最近はこれらにまつわる
トラブルに巻き込まれる機会が増えている
ことが推測されます。特に目立つのは、
SNSを介して知り合った人を信じて、その
勧誘に応じたことがきっかけになるケース
や、インターネット上の広告を見て、慎重
に検討せずに申し込んでしまうなどのケー
スです。
　若者は、成熟した成人と比べて「知識」、
「社会経験」が乏しく、人からの誘いを断
るという判断をしにくいことからトラブル
に巻き込まれやすく、また、トラブルに巻

き込まれた後も、自分自身での解決が難し
いことが予想されます。さらに、自身の「お
金（資力）」が乏しいことから、将来に向
けての仕事などに結び付く誘いなどにも
乗ってしまいがちです。
　消費者庁「消費者意識基本調査」（2016
年度）では、自身の消費行動で「強く勧め
られると断れない」という回答が全体平均
で18.1 ％ の と こ ろ、10歳 代 後 半 で は
25.2％、20歳代では23.9％と、他の年齢層
を上回り、10歳代後半の女性では30.4％と、
特に高い結果でした（図表Ⅰ-３-２-13）。前
述した美容関連のサービスの勧誘や、タレ
ント・モデルになるために必要と言われる
勧誘、友人等の誘いがきっかけとなるマル
チ取引などをきっぱり断れずに、トラブル
に巻き込まれてしまうことがうかがえます。
　他に、消費者庁「消費生活に関する意識
調査」（2016年度）で、商品の購入やサー
ビスの利用でトラブルに遭った際、どのよ
うな行動を取るかを尋ねたところ、「何も
しない」との回答が全体平均で13.9％であ

若者のトラブルを相談につなげる
ために

341_Ⅰ-3-2-12 強く勧められると断れない人の割合.xlsx

図表Ⅰ-3-2-13 強く勧められると断れない人の割合

（備考）　 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2016年度）より作成。
　　　　 2． 「あなた自身の消費行動について、「強く勧められると断れない」はどの程度当てはまりますか。」との問に対して、「かなり当

てはまる」、又は「ある程度あてはまる」、と回答した人の割合。
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るのに対し、20歳代前半の回答は23.1％と
高く、「どうしたらよいかわからない」と
いうことを表している可能性があります。
また、「知識」や「社会経験」の乏しさから、
本人に「消費者トラブルに遭っている」と
いう認識に欠けていることも考えられます。
　若者に関する消費生活相談を誰からの相
談かという視点でみると、10歳代後半に関
する相談は、本人からの相談が約４割と、
相談全体では約８割であることと比較すると
低い状況です。20歳代前半では約７割、20
歳代後半では約８割と、年齢が上がるにつ
れ、本人から相談が寄せられることが多く
なっています。また、性別では男性は女性よ
り本人からの相談割合が低い傾向がみられ
ます。
　特に10歳代後半については、高齢者と同
様に、本人が自身で行動を起こせるよう、
消費者教育・啓発により一層力を入れる必
要があるとともに、家族、友人、教師等、
周囲の人に気軽に相談できる状況や、周り
が気付く環境を整えることが重要です。
　第１部第１章第４節の図表Ⅰ-１-４-２でみ
たように、「アダルト情報サイト」に関す
る相談は若者では顕著に減少しており、若
者の大部分がスマートフォン等を利用して
いる中、こういったトラブルへの対応方法
が浸透してきていると考えられます。他方、

インターネットでトラブルへの対応方法に
ついて情報を収集し、トラブル解決をうた
う探偵業者等へ慌てて連絡してしまうとい
う相談が、他の年齢層より比較的多く（図
表Ⅰ-１-４-４）、サイト検索で画面の上位に
表示された内容をう呑みにしてしまう傾向
が強いこともうかがわれます。
　他に、消費者庁「消費者意識基本調査」
（2016年度）で、民法に定められている契
約の未成年者取消権の認知度を聞いたとこ
ろ、全体では「知っていた」との回答が
68.8％でしたが、未成年者での回答は
51.2％にとどまりました。消費者契約の
ルールについても、若者への教育により力
を注いでいくことが求められます。
　他方、若者は他の世代と比べて吸収力に
優れ、行動力があることが多く、適切な情
報が届き、それを理解できれば、今後の消
費者トラブルを自ら回避することも十分可
能となると期待できます。これは、長く続
く消費生活において大きな力となることで
しょう。
　子供の頃から情報通信が発達した社会で
過ごし、情報の収集や発信力にたけた若者
に寄り添った手段を検討し、これからの社
会を担う若者の消費者被害の予防と対策に
向けて、消費者教育・啓発の関係機関はよ
り一層連携を強化していく必要があります。

341_Ⅰ-3-2-12 強く勧められると断れない人の割合.xlsx

図表Ⅰ-3-2-13 強く勧められると断れない人の割合

（備考）　 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2016年度）より作成。
　　　　 2． 「あなた自身の消費行動について、「強く勧められると断れない」はどの程度当てはまりますか。」との問に対して、「かなり当

てはまる」、又は「ある程度あてはまる」、と回答した人の割合。
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　若者の消費者トラブル等に関し、地方公
共団体など様々な主体により、若者を対象
とした消費者教育の取組が実施されていま
す。取組を効果的に実施するには、（１）
若者の関心・ニーズを捉えること、（２）
若者自身が参画すること、（３）現場が連
携すること、が重要と考えられます。本節
では、これらの点について工夫を凝らして
いる取組例をいくつか紹介していきます。
　その他、若者からの消費生活相談を受け
る窓口についての地方公共団体等の連携例
も併せて紹介します。

　消費者教育の取組では、対象者の関心・
ニーズを捉えた内容とすることにより、伝え
たい情報が対象者に伝わりやすくなります。
若者を対象とした消費者教育については、
若者の興味や行動に合ったアプローチの手
法や関心が高まるタイミングでの実施等の
工夫が求められます。この項では、最近の
若者が関心を持つ分野を意識し、インター
ネットを活用し、更に「お笑い」を組み合
わせた取組例、若者が消費者トラブルに特
に遭いやすい進学、就職といった生活環境
の変化時期を捉えた取組例を紹介します。

○�消費者問題に関心の薄い若者にアプ
ローチ

　東京都では、東京都消費者教育推進計画

（2013年８月策定）に基づき消費者教育を
推進しています。計画の中で、特に重点的
に取り組む世代・テーマ等の一つとして、
若者の消費者被害の防止を掲げています。
　若者向けの消費者教育としては、ポス
ター・リーフレット等を活用した広報活動
や、出前講座の実施など、様々な取組を行っ
てきています。しかし、そのような取組で
は、そもそも消費者問題に関心の薄い若者
には、伝えたい情報が行き渡らないという
課題がありました。そこで、既存の発想と
は異なるアプローチ手法を検討し、「お笑
い」や「インターネット」を活用した消費
者教育を実施することとなりました。「お
笑いで悪いヤツらをぶっとばせ！」と題し、
2013年度から継続して実施しています。
　この取組は、若手芸人や学生芸人が悪質
商法をテーマに漫才・コントを作成し、消
費者被害防止を訴えるというものです。作
成された漫才・コントは、公開イベントで
披露し、その際に収録した動画をインター
ネットで公開します。若者にとって身近に
感じる同世代の芸人が被害防止を呼び掛け
ることで、消費者問題に関心の薄い若者も
興味を持ってくれることが期待できます。

○�漫才・コントの作成から収録イベン
トの実施まで

　事業の実施・運営は外部委託を活用して
おり、以下のような手順で行っています。

①オーディション
　プロの若手芸人と現役の大学生である学
生芸人から出演者を募集し、オーディショ
ンを実施します。若手芸人には、プロの高

若者の自立支援に向けた取組第 ３節

（ １）若者の関心・ニーズを捉えた取組

「若手芸人」によるネット動画を
活用：東京都
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いクオリティーとファンへの拡散力、ファ
ンによる友人知人への拡散が期待でき、学
生芸人には、同世代からの共感や友人の
ネットワークによる広がりが期待できます。
　審査は、「消費者被害防止につながる内
容か」、「面白いか」という項目に加え、
2016年度は、各芸人が持つSNSアカウント
のフォロワー数を点数化することにより、

「発信力・拡散力」を加味して行いました。

②出演作品事前審査
　オーディションを通過した漫才・コント
の内容に法的な問題がないか、関係法令の
引用が適当であるかなど、法律の専門家に
よる事前審査を行います。

③大学祭での啓発お笑いイベント
　公開収録イベントに先駆け、都内の大学
祭で啓発イベントを実施しています。大学
祭でのイベント実施は、若者へより直接的
にアプローチするため、2015年度から開始
した取組です。2016年度は都内３大学で実
施し、２大学では相談コーナーを設け相談
も受け付けました。
　実施に当たっては、大学のお笑いサーク
ルや、大学祭の実行委員会の学生と協働し、
企画・準備を進めています。

④公開収録イベント
　若者が多く集まる会場で動画収録を行
う、公開収録イベントを行います。2016年
度は池袋サンシャインシティ噴水広場で行
いました。
　有名なお笑い芸人を司会に招くほか、ゆ
るキャラの着ぐるみ隊も出動するなど、通
りすがりの方にも足を止めてもらえるよう
集客に努め、イベント自体の啓発効果を高
めるようにしています。また、ネタの合間
に悪質商法や最近の手口に関する解説を行
うなど、消費者被害防止の視点を厚く盛り
込んでいます。2016年度は、学生との協働
に重点を置き、この解説を都内の大学でメ
ディア系のサークルに所属する学生アナウ

342_Ⅰ-3-3-1 大学祭での啓発お笑いイベントの様子.JPG

図表Ⅰ-3-3-1 大学祭での啓発お笑いイ
ベントの様子

343_Ⅰ-3-3-2① 公開収録イベントの様子（ゆるキャラが集客している様子）.JPG
343_Ⅰ-3-3-2② 公開収録イベントの様子（池袋サンシャイシティン噴水広場に集まった人）.jpg

図表Ⅰ-3-3-2 公開収録イベントの様子

（ゆるキャラが集客している様子） （池袋サンシャインシティ噴水広場に集まった人）
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ンサーが行いました。

○インターネット公開
　公開収録をした動画は、2016年度は「若
者被害防止キャンペーン」の実施期間に合
わせて2017年１月から３月までYouTube
で公開しました。2016年度は、前年度まで
の課題を踏まえ、公開や拡散の手法を工夫
しました。
　まず、動画の再生回数をより増やす工夫
として、掲載動画のリンクをまとめた特設
サイトを設け、「再生回数バトル」として
見せる画面デザインとしました（図表Ⅰ-
３-３-３）。特設サイトを都のウェブサイトの
サーバーに設置したことにより、どのよう
なリンク元から特設サイトを閲覧したのか
を分析することもできます。
　また、ディスプレイネットワーク広告を

掲出しました。ディスプレイネットワーク
広告は、ネットユーザーの閲覧履歴等に合
わせてウェブ広告を表示する手法です。18
歳から24歳までの都内在住者をターゲット
に、特設サイトにリンクするバナー広告を
表示しました。この事業や出演する芸人を
知らなくても、興味や関心がある、又は年
代が近いのではないかと判断されるユー
ザーに対して広告が表示されるため、潜在
的に関心があると想定される若者に訴求す
る手段として有効です。
　さらに、東京都や出演芸人が、SNSを通
じて動画や特設サイトの情報を拡散させる
ことで、アクセス数の更なる増加を図って
います。

○今後の展開
　この取組の課題は、会場アンケートの結
果によれば、イベントの観覧者の満足度は
高いものの、まだまだ取組自体が多くの人
に知られていないことです。特設サイトへ
の流入履歴や、ディスプレイネットワーク
広告の効果などについて、発信力を強化す
るための分析を行い、次年度以降の事業展
開にいかしていく予定です。
　東京都では、これまで事業を実施する中
で、大学祭での啓発イベント実施やイン
ターネット公開手法の工夫など、試行錯誤
を繰り返してきましたが、今後も新たなこ
とに挑戦し、より良い取組として定着させ
ていくことを検討しています。

○県と市町の連携
　兵庫県但馬消費生活センターの所管する
但馬地域は、兵庫県の日本海側３市２町で
構成されており、東京都に匹敵する広さに、

高校 ３ 年生を対象とした出前講
座：兵庫県但馬地域

344_Ⅰ-3-3-3 公開収録動画のインターネット公開（「お笑いで悪いヤツらをぶっとばせ！」特設サイト）.pdf

図表Ⅰ-3-3-3 「お笑いで悪いヤツらを
ぶっとばせ！」特設サイト

※​各芸人の画像をクリックすると、YouTubeの
動画が見られます。
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およそ16万7000人が暮らしています。また、
同地域の総人口のうち、65歳以上が34.1％
を占め、県下でも非常に高齢化が進んでい
る地域です。
　但馬地域の相談体制は、県の消費生活相
談員２名と市町の消費生活相談員６名の計
８名で広い地域をカバーしています。市町
はそれぞれの消費生活相談窓口の他、県の
消費生活センターと同じ部屋に３市２町の
共同相談窓口「たじま消費者ホットライン」
を設けています。県と市町が相談現場を共
有し、お互い日常的な接点を多く持つこと
で協力し合い、それぞれが役割を分担しな
がら、相談対応や消費者教育に取り組んで
います。

○�高校 ３ 年生に焦点を当てた出前講座
の実施

　兵庫県但馬消費生活センターが実施する
出前講座は、学校関係での開催が総実施回
数の75％を占め、インターネットという概
念をまだ認知していない幼稚園児や小学校
１年生向けに動画サイトに関する講座を実
施するなど、幅広い若年層を対象としてい
ます。中でも特徴的なものは、高校３年生
を対象とする出前講座です。「卒業する前
に～ちょっと待ちねぇ！あぶねぇで！～」
というタイトルで実施し、2016年度は６年
目になり、但馬地域の全16校中９校で講座
を開催しました。高校３年生を対象とする
のは、但馬地域の高校生の多くは卒業する
と進学等で地元を離れるため、消費者トラ
ブルに遭わず無事に地元に帰ってきてほし
い、大人になって幸せになってほしいとい
う願いからです（図表Ⅰ-３-３-４）。
　１回の講座で伝えられることには限りが
あります。そのため「消費者問題は身近な
問題でいつでも自分に起こりうる」、「消費
生活センターという相談窓口がある」、「消

費生活センターに相談すれば何とかなる」、
「他の誰かのためにも相談することが大切」
ということを印象付けることにポイントを
絞って、様々な工夫をしています。

①�キーワードの掲示や手作りの教材で
視覚に訴える

　講座のポイントとなるキーワードを黒板に
掲示することにより、講座の間を通じて生
徒たちの視覚に訴えています。また、キー
ワードの掲示は講師が順序良く講座を進め、
時間配分を考える手助けにもなります。

②�クラスごとに実施し、生徒の理解を
深める

　県と市町の相談員が連携し、できる限り
クラス単位の少人数での講座にして、各ク
ラス同時に開催しています。体育館などで
学年全体に講義・講演する形式ではなく、
いつも授業を受けている教室で実施するこ
とにより、生徒が寸劇に参加でき、講師と
やり取りすることで理解を深めています
（図表Ⅰ-３-３-４）。

③法律の説明はしない
　生徒の興味を引き出すため、あえて法律
の説明はしないようにしています。

④実際受けた相談事例を中心に話す
　実際に但馬地域で受けた相談事例を基に、
生徒や教師が寸劇を演じたり、相談員が一
人芝居を行ったりすることで、他人事では
ないことを実感できるようにしています。
　さらに、高校３年生向けには以下の内容
も加えています。

⑤�美容医療（包茎手術）の紙芝居を作
成

　美容医療（包茎手術）について、正しい
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知識を持つことの重要性やトラブル事例の
背景となる社会の仕組みについて紙芝居を
作成し、理解を深めるようにしています。

⑥�消費者被害に限らず若年層に関連す
る様々な社会問題にも触れる

　実社会においては、消費者問題等の背景
に所得格差等の様々な社会問題が発生して
いることを説明し、万一消費者被害に遭っ
たとしても自己責任であると決めつけて自
分を責めるのではなく、勇気を持って相談
したり、社会の一員として行動したりするこ
との大切さを知る機会になるようにしていま
す。

○成果と今後
　講師によると、講座実施の前後で生徒の
目の輝きが変わったと感じられるときや、
学校や保護者から「良い講座だった！来年
もお願いしたい！」と言われたとき、受講
した生徒から卒業後に相談があったときな
どに、出前講座の効果を確認できるとのこ
とです。講師側も「伝わっていた。覚えて
くれていた。出前講座をしていて良かっ
た！」と感じ、次の啓発へのモチベーショ
ンにつながっているとのことです。
　兵庫県での次世代向け消費者教育は、高
校は県、小中学校は各市町が行うという一

応の役割分担が示されていますが、広い但
馬地域においては県と市町が連携して動い
ている現在の体制が、消費者教育の成果に
つながっていると考えられます。次世代向
け消費者教育はますます重要となってお
り、より充実した消費者教育を行うために
は、日々変化する消費生活相談業務に携
わっている相談員の現場感覚がとても重要
です。但馬地域では今後も県と各市町が協
力し、積極的に消費者教育を実施していく
ことを予定しています。

○�豊田市ならではの事業所の社員向け
の啓発活動

　豊田市は、愛知県のほぼ中央に位置し、
県全体の17.8％を占める広大な面積を有す
る市です。大きな工場や関連企業がいくつ
もある「車のまち」としての顔を持ち、
１万人を超える若者が市内の事業所の寮で
生活しています。事業所の寮生は悪質事業
者に狙われやすいことから、豊田消費生活
センターでは事業所の社員を対象とした研
修を行っています。
　消費生活センターによる研修は新入社員
研修の一コマとして定番となっており、年

新入社員を対象に事業所と連携し
た研修：豊田市

348_Ⅰ-3-3-7① 但馬市消費生活センターの出前講座の様子.jpg
348_Ⅰ-3-3-7② 但馬市消費生活センターの出前講座の様子.jpg

図表Ⅰ-３-３-４ 出前講座の様子

①消費生活相談員による出前講座 ②生徒が参加した寸劇の様子
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度替わりの４月初旬は消費生活相談員７人
が総出で各事業所に出向いています。それ
以外にも、工場で働く若い工員を取りまと
めるリーダーや職場相談員、寮生の世話を
する寮務員を対象とした研修講座を行うこ
ともあります。

○�事業所の社員向け研修の経緯と重要
性

　事業所の社員を対象とした研修が始まっ
たのは、1987年頃の出来事がきっかけです。
当時、マルチ商法やアポイントメント商法
が横行し、市内の寮生の多くが被害に遭っ
ていました。寮生は、他府県から働きに来
ているため休日には暇を持て余してしま
い、そこに女性から電話での誘いがあれば、
これに乗って出掛けてしまうなど、悪質事
業者の格好のターゲットとなっていまし
た。大企業の事業所の社員であることから、
クレジット審査も比較的通りやすく、２つ、
３つと契約を重ね、多重債務に陥ることも
珍しくありませんでした。その当時、寮生
の押入れには、必ず羽毛布団と浄水器が
入っているといわれたほどでした。
　この状況を憂慮した消費生活センターの
担当行政職員が、ある事業所の人事課に対
して、寮生に対する被害未然防止講座の実
施を提案し、1987年に初めて寮生対象の研
修が実現しました。これを機に、市職員や
消費生活相談員が、市内の各事業所に対し、
社員向けの研修を実施していることをア
ピールし、徐々に講座数を増やしていきま
した。1991年頃から、新入社員研修に消費
生活講座が毎年組み込まれるようになり、
現在に至っています。他社内で横行してい
たマルチ商法の被害に遭った社員の消費生
活相談に付き添った上司が、消費生活セン
ターで講座を行っていることを知り、翌年
からの新入社員研修に消費生活講座を組み

入れたというケースもありました。

○事業所の要望を酌み取った研修構成
　研修の内容は、基本的には若者向けの消
費者トラブル対策を中心に組み立て、そこ
に必ず多重債務、クレジットやローンにつ
いての話を組み込み、お金の使い方につい
て受講者に考えてもらうものにしていま
す。研修でクレジットやローンが借金であ
ると説明すると意外な顔をする受講者は少
なくありません。目の前でお金がやり取り
されることが少なくなった若者に、「誰で
も多重債務者になる」可能性があるという
ことを実感として理解してもらうために
は、入社後の定期的な啓発も必要と考えら
れます。
　各事業所からは研修の内容について様々
な要望が出されます。いわゆる被害未然防
止講座ではなく、多重債務問題について聞
かせてほしい、トラブル解決のための専門
的、具体的な話を聞かせてほしいなどの事
業所ごとの要望を酌み取り、どのようにま
とめるかが、講師を務める消費生活相談員
の最も苦労するところです。受講者数や時
間、男女構成比、未成年者の比率などの把
握も重要です。
　また、パワーポイントを使ったり、
DVDで映像を流したり、クイズ形式の課
題に取り組んでもらったりと、受講者が飽
きないよう工夫し、レジュメ以外の配布資
料は、マンガ形式になったものなどなるべ
く読みやすいものを選んでいます。講座の
中で、新入社員に、教材で用いたマンガの
中の登場人物になりきってせりふを読んで
もらう即興の寸劇を取り入れ、大変好評を
得ています（図表Ⅰ-３-３-５）。講師を務め
る消費生活相談員は、このような講座で得
た経験や知識を、お互いにフィードバック
し、より良い研修となるよう努めています。
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○今後の展開
　新入社員を対象とした講座の開催数は、
経済社会情勢などにより新入社員の数が減
少し、また、独自に講座を行う事業所も増
えたため、最近では減少しつつありますが、
消費生活センターでは、センターが直接研
修を行わない事業所にはDVDやパンフ
レットを提供する形で協力しています。
　また、社内研修や社内啓発を行っている
事業所から、情報収集のための訪問を受け
ることもあり、最新のトラブル事例などを
紹介しています。
　2008年のリーマンショックや2011年の東
日本大震災の影響で工場の稼働が休止にな
り、工員の給料が大幅に下がる可能性が出
てきたときには、事業所から「空き時間を
利用したライフマネジメント講座を開いて
ほしい。多重債務だけでなくライフスタイ
ルに応じたお金の使い方について多岐にわ
たる内容のものを。」との要請を受け、通
常消費生活相談員が担当していない範囲の
事項も含む内容の講座を３日間続けて数百
人を対象に実施しました。
　寮生を狙った悪質商法による消費者被害
はなくなっていないのが現状です。今後も
事業所と綿密かつ柔軟に協力し、若者が笑
顔で働けるように啓発業務を展開していく
ことを予定しています。

○新社会人向け卓上カレンダー
　名古屋市では、新しい生活を始めること
により消費者トラブルに巻き込まれやすい
新社会人が、トラブルに陥らず仕事に集中
するために、また、社会人として必要な消
費生活に関する知識を身に付けるために、
必要な情報をコンパクトに盛り込んだ卓上
カレンダーを作成し、毎年無料で配布して
います（図表Ⅰ-３-３-６）。
　新生活開始に合わせた４月始まりの月め
くりカレンダーに、金銭管理の方法や給与
明細書の見方から始まり、クレジットカー
ドの基礎知識やクーリング・オフの方法、
若者によくある消費者トラブルの事例な
ど、新社会人に是非知ってほしい事項につ
いての記事を掲載しています。
　大きさはデスクに合わせたＢ６サイズ
で、新入社員の方のみならず、企業等の人
事担当者からも新入社員研修で配布したい
との声が寄せられ、活用されています。

○若者向け消費者啓発ポスター
　若者に多い消費者トラブルについて注意
喚起を図るとともに、消費者トラブルに
遭ったときにはいち早く消費生活センター

新社会人など若者に必要な情報を
入れたグッズによる啓発：名古屋市

349_Ⅰ-3-3-8 豊田消費生活センターの新入社員向け研修の様子.JPG

図表Ⅰ-3-3-5 豊田消費生活センターの新入社員向け研修の様子
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に相談するように周知を図るポスターを作
成しました（図表Ⅰ-３-３-６）。「消費者ホッ
トライン」188が記憶に残るようなユニー
クな図を用いて作成し、市内の全大学等約
100校に配布し、学内の掲示板での掲出を
依頼しました。

○�若者向け消費者啓発DVD「消費者トラ
ブル惨

さん

英
えいけつ

傑？」
　若者が巻き込まれやすいトラブルの対処
法や注意点をまとめたDVDは、市内の大
学、専門学校、高校などで消費者教育の教
材として活用され、大変好評を得ています
（図表Ⅰ-３-３-６）。このDVDでは、地元の
若者にも知名度が高く熱狂的なファンがい
る「名古屋おもてなし武将隊」の「信長」、
「秀吉」、「家康」の三英傑がそれぞれイン
ターネット通販、ワンクリック請求、悪質
なマルチ商法という若者が巻き込まれやす
いトラブルに遭遇したというユニークな設
定になっています。武将隊は、2014年度に
地方消費者行政活性化基金を活用して実施
した若者向け消費者啓発キャンペーン事業
においてキャンペーンキャラクターに起用
され、名古屋市の中心部や大学祭など若者
が多い場所に出向き、寸劇・クイズなどを
通じて、悪質商法の被害に陥らないための

啓発を図りました。

　若者自らの活動は、自身の消費者市民社
会の一員としての理解や自覚を深め、消費
者教育の担い手育成としての効果を生むと
ともに、特に身近な同世代への効果を呼び
起こします。また、数は少ないものの、若
者自身が主体的に同世代や他世代に向け
て、啓発に取り組んでいる事例もみられま
す。以下、高校生、大学生らが消費者教育・
啓発を行っている取組例を紹介します。

　高等学校家庭科の課程には、授業で学ん
だことを発展させ、より良い生活を目指す
問題解決型の学習として、グループや学校
単位の活動で学校や地域社会の充実・向上
を図る「学校家庭クラブ活動」があります。
　茨城県立神栖高等学校の学校家庭クラブ
活動では、2014年度から神栖市消費生活セ
ンターと連携を図りながら近隣の小中学生
にSNSトラブル予防の出前講座を行ってい

（ ２）若者自身が参画する取組

高校生による小中学校での出前講
座：茨城県立神栖高等学校

【第１部第3章3節】消費者白書（様々な取組）_20170403.docx

図表Ⅰ-３-３-６ 名古屋市での若者向け消費者教育・啓発グッズ等

新社会人向け卓上カレンダー 若者向け消費者啓発ポスター 若者向け消費者啓発
DVD
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ます。高校生が、ネットトラブルの現状や
予防策について、学校で実施された神栖市
消費生活センターの出前講座を受けた際、
小学生も被害に遭っているという現実を知
りました。そこで、高校生が講座で学んだ
ことをいかし、地域の消費者被害の未然防
止を図り、消費者市民社会の形成に貢献し
ようと活動が始まりました。
　出前講座以外にも消費生活センター主催
のイベントへの参加等、連携活動に取り組
んでいます。

○出前講座の準備・実施
①消費生活センターと連携して準備
　出前講座に当たっては、まず、神栖市が
企画している「かみす出前講座」の実施を
依頼し、高校生自身が、神栖市消費生活セ
ンターから近年のスマートフォンに関する
トラブルの実態や問題点を更に詳しく把握
し、予防策を学びます。次に、小中高生で
は特に「オンラインゲームの課金」、「SNS
を利用したいじめ」、「不適切な画像投稿」
の相談が多いなどの、講座を通して学んだ
ことを踏まえて、学校家庭クラブ活動で出
前講座の準備をします。「SNSトラブル予
防寸劇出前講座」寸劇の台本は、学校家庭
クラブ員で案を作成した後、神栖市消費生
活センターからの助言を受けて完成させま
した。

②�「SNSトラブル予防寸劇出前講座」
実施

　2014年度、2015年度は、高校生による出
前講座を、神栖市立大野原西小学校と神栖
市立神栖第四中学校で実施しました（図表
Ⅰ-３-３-７）。大野原西小学校では、５年生
69名、神栖第四中学校では１年生120名を
対象に実施し、事前と事後にはアンケート
調査を実施して、受講者の小中学生の意識

の変化を調べました。
　小学校では、ゲームで多額の課金を費や
してしまう「ゲームオーバー」と、SNSで
友達の悪口を言ってしまい、いじめを受け
てしまう「SNSいじめ」の寸劇や、スマー
トフォンに関する○×ゲームを行いました。
　中学校では、小学校と同じ「SNSいじめ」
と、友達の写真を勝手に投稿したことが原
因で嫌がらせを受けてしまう「間違ったつ
ぶやき方」の寸劇を行いました。さらに、

「中学生と高校生のトークタイム」を行い、
「不適切な画像」、「架空請求」、「なりすま
し」に関する３つの再現画像を提示しなが
ら、中学生と一緒にその問題点や対応策に
ついて考えました。
　講座前後のアンケート調査の結果から、
小学生も中学生も、スマートフォンやSNS
に対して「怖い」、「危ない」と感じた生徒
が講座後には約30％増加していたなどの認
識の変化がみられました（図表Ⅰ-３-３-８）。
また、多くの児童生徒は「寸劇を見てSNS
の怖さや正しい使い方を知り、楽しく学ぶ
ことができた」という感想を述べていまし
た。出前講座によって、スマートフォンや
SNSは、楽しくて便利であるだけではなく、
気を付けて利用しなければならないもので
あるということが小中学生に伝わったと考

354_Ⅰ-3-3-13 ＳＮＳトラブル予防寸劇出前講座の様子.JPG

図表Ⅰ-3-3-7 SNSトラブル予防寸劇出
前講座の様子
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えられます。
　小学校の教員からは、「小中学生にとっ
て高校生は『身近なお兄さん・お姉さん』
であり、子どもたちは興味を持って聞いて
いた」との話がありました。小中学生と年
齢が近い高校生が話すことで、より身近な
問題に感じられ、また、寸劇を取り入れた
ことにより楽しく分かりやすく伝わったと
考えられます。

○「消費者トラブル予防カルタ」作成
　2016年度は、高校生自身が消費者として
の自覚を持ち、消費者トラブルの知識や予
防方法を身に付けるため、「消費者トラブ
ル予防カルタ」を作成しました（図表Ⅰ-
３-​３-９）。

　学校家庭クラブ員の１年生160名全員で
読み札の標語や絵札を考案した後、優れた
ものを選んで仕上げ、家庭科の授業時間に、
カルタ遊びに取り組みました。カルタ作成
を通じて楽しみながら消費者問題の現状や
予防法について自ら考え、学べたという効
果がありました。
　また、神栖市消費生活センターによる高
齢者対象の出前講座に参加した高齢者と、
このカルタで遊びながら消費者トラブルの
未然予防を呼び掛けました。福祉施設の担
当者からは、「参加した高齢者は孫と触れ
合うような感覚で高校生と接し、普段には
ないいきいきとした姿が見られた」との話
が聞かれました。高校生が講師となること
で、トラブル防止のみならず、地域社会に

355_Ⅰ-3-3-14 講座前後のアンケート調査結果.pptx

図表Ⅰ-3-3-8 講座前後のアンケート調査結果
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活気を与える役割も果たしていると考えら
れます。

○活動の効果と今後の展望
　活動を行う高校生自身には、専門家と活
動することで消費生活についての知識が身
に付くだけでなく、自分の地域に貢献した
いという気持ちが向上し、さらに、地域に
受け入れられ活動を評価されることを通じ
て自分に対する自信が高まる傾向がみられ
ています。高校生からは、「他の学校にも
この活動を参考にしてもらい、活動の輪を
広げていきたい」との声も聞かれました。
　今後も高校生と専門的な知識を持った消
費生活センターが連携し、消費者市民社会
の構築に貢献していくことが期待されます。

　名古屋市では、「名古屋市消費者行政推
進プラン」を策定し、市民の消費生活の安
定及び向上を確保するための施策を推進し
ています。その中で、若者に対する啓発の
ための連携強化を課題と位置付け、大学生
に対する消費者教育として、大学への消費

者教育・啓発委託事業を実施しています。
この事業は、消費者啓発についての企画立
案及びその実践を大学に委託し、大学生自
らが消費者問題についての知識を深め、関
心を高めてもらう機会とするとともに、若
者の視点やアイディアにより消費者問題に
ついて効果的な普及啓発を図ることを目的
としています。2016年度は市内の６大学に
委託し、様々なテーマの取組が行われまし
た（図表Ⅰ-３-３-10）。そのうち、具体的に
２つの実践例を紹介します。

○実施例 １：中学校家庭科授業の実施
　椙山女学園大学では、併設中学校の１年
生７クラス（256人）を対象に、大学生に
よる家庭科の授業（単元：よりよい消費生
活のために、本時75：契約と消費生活のト
ラブル）を行いました。授業の準備から実
施に至るプロセスを紹介します。

①授業の実施計画に関する事前打合せ
　中学校家庭科の年間指導計画を踏まえ、
大学生の指導教員と併設中学校の家庭科教
員が、大学生が実施する授業の単元、本時
の内容、実施クラス及び日時について協議
しました。

②大学生による授業の準備
　授業準備は、現代マネジメント学部３年
生12人で次の手順で行いました。まず、社
会情勢及び生徒たちの実態を踏まえ、単元
設定の理由、単元の目標及び指導計画等を
明らかにしました。次に、大学生の視点を
いかし、若者の共感を得やすい効果的な教
材を選定、作成しました。そして、教材を
活用し、ディスカッションを重視した指導
計画を考え、事後の評価項目を設定しまし

大学生に消費者教育の企画立案及
び実践を委託：名古屋市

75）学習指導案に授業展開などを記述する１コマの授業そのもののこと

356_Ⅰ-3-3-15 消費者トラブル予防カルタ.JPG

図表Ⅰ-3-3-9 消費者トラブル予防カルタ
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た。また、模擬授業を繰り返し、教材や指
導計画に修正を加えました。

授業の実施
　当日は、グループ形式の座席配置とし、
教師役１名、補助２～３名（パソコン操作、
ディスカッション補助）により授業を実施
しました。授業後、評価項目に基づきなが
ら指導教員と授業実施者による反省会を行
い、以後の授業に向け改善点を確認しました。

○�実施例 ２：消費者教育啓発パンフレッ
ト作成

　中京大学法学部３年の学生は、名古屋市
消費生活フェアに出展し、さらに、来場者
とのやり取りから学んだことも参考にし
て、消費者啓発パンフレットとしてまとめ
ました（図表Ⅰ-３-３-11）。それに先立ち、
一部の学生は、名古屋市消費生活センター
の相談員に聴取り調査も実施しました。

【第１部第3章3節】消費者白書（様々な取組）_20170403.docx

図表Ⅰ-３-３-11 大学生による消費者教育啓発（中京大学）

①「君の対策は。～この1冊があなたを守ります。～」 ②名古屋市消費生活フェアでの展示
【入稿用】１部３章_20170403.docx

図表Ⅰ-３-３-10 名古屋市での各委託大学の事業一覧（2016年度）

大学名 事業概要

愛知学泉大学
食習慣について小学生の食事調査を行い、児童期の食生活が生活習慣病につながるかを研
究。下記フェア（※）では、研究成果の展示及び野菜量の多いレシピの配布や食生活診断
を実施。

金城学院大学 環境問題を題材にした消費者啓発教材「消費者と環境問題～明るい未来のために～」を作
成し、様々な場で、高校生・大学生に対する啓発を実施。

椙山女学園大学
「消費者市民社会」の考え方を普及し、消費者市民としての力を高めるために、啓発活動
を実践。また、併設中学校の生徒を対象に、契約の問題点などをテーマに大学生のアイディ
アをいかした指導案、資料を教材に家庭料の授業を実施。

中京大学 クーリング・オフや保健機能食品などをテーマにした消費者啓発の実施及びパンフレット
を作成。また、附属高校との高大連携学部授業など、様々な場での啓発活動を実施。

名古屋経済大学 学生を対象にウェブアンケートを実施し、野菜摂取に関する意識・知識・行動を調査・分
析するとともに、大学祭等において、調査結果を発表、展示、改善への提案を行う。

名古屋市立大学
大人向けパネル・子供向けリーフレットを作成し、下記フェア（※）においてステージ発
表を行うなど、世界の人々や自然に害を与える消費活動を見直し、真に豊かでエシカルな
消費者とは何かについて大学生の視点から啓発を実施。

※各大学の事業成果について、名古屋市消費生活フェア（2016年11月 5 日、 6日に開催）で展示又はステージ発表を実施。
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　兵庫県における大学生ら次世代の消費者
リーダーによる消費者市民社会に向けた取
組は、県と大学生協神戸事業連合（現大学
生協関西北陸事業連合。以下この項におい
て「大学生協」といいます。）との連携か
ら始まり、事業者等の協力を得ながら充実
してきた中で、大学生による主体的な活動
へとつながっています。以下その歩みを紹
介します。

○兵庫県と大学生協との間で協定締結
　2010年５月に、兵庫県と大学生協との間
で「次世代の消費者教育・学習に関する協
定」が締結されました。以来、消費者教育
セミナーやワークショップの開催、「スマ
コン76（賢い消費者）になるためのチカラ
養成Handbookシリーズ」等の教材作成（製
本版、電子版）など様々な事業を展開の上、
次世代の消費者リーダーとなる「くらしの
ヤングクリエーター」の養成について、共
同 で 取 り 組 ん で き ま し た（図表Ⅰ-３-
３-12）。

○�大学生による大学生に向けた啓発活
動

　2010年度から2011年度にかけては、大学
生を対象に消費者問題に関する研修会等を
実施し、「くらしのヤングクリエーター」
を養成しました。2012年からは、この「く
らしのヤングクリエーター」らを中心に、
新入生歓迎イベントや学園祭等での消費者
被害事例の紹介など、大学生による大学生
に向けた啓発活動やセミナー等を展開して
います（図表Ⅰ-３-３-13）。

○�「くらしのヤングクリエーター認定
証」の交付

　2013年度からは、このような消費者啓発
活動を顕著に実践したと認められる大学生
に対し、県知事から「くらしのヤングクリ
エーター活動認定証」の交付を始め、2016
年度までに130人の大学生を認定しました。
認定証を交付された大学生らは「消費者市
民社会への取組をより多くの人に広めてい
きたい」と更に意欲的に活動に取り組んで
います。

次世代の消費者リーダーによる消
費者市民社会に向けた取組：兵庫県

76）スマート・コンシューマー（smart consumer）の略の造語。

【第１部第3章3節】消費者白書（様々な取組）_20170403.docx

図表Ⅰ-３-３-1３ 兵庫県の消費者セミナー
の様子（2010年11月開催）

【第１部第3章3節】消費者白書（様々な取組）_20170403.docx

図表Ⅰ-３-３-12
スマコン（賢い消費者）
になるためのチカラ養成
Handbookシリーズ

174



○�大学生企画・運営による「消費者・
事業者・行政ワークショップ』の開
催

　また、2013年度からは、「くらしのヤン
グクリエーター」らが実行委員会を結成し、
「消費者」、「事業者」、「行政」の三者によ
るワークショップを中心となって開催し、
消費者市民社会の実現に向け、それぞれの
役割や連携による取組を考える機会を持っ
ています。2015年度からは高校生も参加し、
2017年２月に開催した５回目となるワーク
ショップでは、総勢126人が消費者市民社
会の実現に向け、ともに実践できることに
ついて討議しました（図表Ⅰ-３-３-14）。「賢
い若者の消費者を創る合宿で『食』につい
て語り合う」、「高校生のための消費者教育
教材コンテストを開催する」などのアイ
ディアが支持を集めました。

○「学生団体スマセレ」設立
　2016年度に設立された「学生団体スマセ
レ」は、様々な形で消費者教育に関わって
きた「くらしのヤングクリエーター」らが
力を合わせ、これからの未来を自分たちの
手 で「ス マ ー ト・ セ レ ク ト（Smart Se-
lect：賢い選択）」し、切り開くことを目
標に立ち上げた協議会で、若者の消費者力
アップに向けた新たな原動力となっていま
す（2017年２月末現在、19大学、49人加盟。）
（図表Ⅰ-３-３-15）。
　「学生団体スマセレ」提案による大学生
による姫路駅前での消費者ホットライン
「188」啓発活動を始め、兵庫県と大学生
協がコラボしたウェブサイト「ひょうご
発！くらしのヤングクリエーター」の作成・
運営、新入生向けリーフレットの作成など、
新たな試みも展開されています。さらに、
事業者との連携も広がっています。2016年

10月には日本ハム株式会社の協力を得て
「大学生が企業と創る消費者市民社会」を
テーマとしたワークショップを、同年12月
には大阪ガス株式会社の協力により「『か
しこい選択』“Ｅ”ライフ！～“Eco”や
“Ethical”な行動から明日を考える～」
をテーマとしたエコ・クッキングやワーク
ショップ等を開催しました。2017年３月に
は消費者庁や日清製粉グループ等の協力を
得て、「工場見学から学ぶ食品安全に関す
る取組とリスクコミュニケーション」を開
催しました。

○今後の展望
　これまでの消費者教育に関わってきた経
験等をいかし、事業者や地域等とのつなが
りを大切に、様々な社会問題に向け、将来
にわたって継続していこうという若者の力
【第１部第3章3節】消費者白書（様々な取組）_20170403.docx

図表Ⅰ-3-3-14
消費者・事業者・行政ワー
クショップ（2017年 2 月
19日開催）

【第１部第3章3節】消費者白書（様々な取組）_20170403.docx

図表Ⅰ-3-3-15 くらしのヤングクリエー
ター活動紹介ウェブサイト
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に大いに期待が寄せられています。2017年
度以降も「身近な人に伝える」「共有する」
などをキーワードに、若者目線でのエシカ
ル消費など新しい事業にも取り組んでいき
たいとの提案が「くらしのヤングクリエー
ター」らから兵庫県に次々と寄せられてい
ます。
　今後も大学生ら若者の、消費者市民社会
の形成に向け、多様な主体と連携した様々
な取組の展開が期待されます。

　消費者教育をより実効性のあるものにす
るためには、行政、学校関係者、消費生活
センター等の多様な関係者の連携・協働が
必要です。以下、連携の担い手を置く取組
例を紹介します。

　岡山県は、自ら考え行動する、自立した
消費者を育成するために、「岡山県消費者
教育推進計画」（2014年度から2018年度ま
で）を策定しました。この計画では、岡山
県消費生活センターを消費者教育の拠点に
位置付け、消費者教育コーディネーター（以
下「コーディネーター」といいます。）を
配置することとされました。これを受け、
岡山県は、県の消費生活センターで相談業
務、消費者教育講座・啓発活動を実施して
おり、さらに、学校現場で社会科等の非常
勤講師経験を持っている職員を2014年４月
にコーディネーターに選任し、コーディ
ネーターを中心とした消費者教育の推進体
制を整備しました。若年層に向けた消費者
教育の取組を整理しながら、コーディネー

ターの役割をみていきます。

○若年層に向けた消費者教育の取組
　岡山県では、2015年度から３か年計画で、
コーディネーターを中心とした若年層向け
消費者教育の新しい試みを行っています。
この事業を企画するに当たっては、法的リ
テラシーを踏まえた、幼児期から高校生ま
でを対象とする体系的な消費者教育教材を
作成し、自立した消費者を育成するという
目標を設定しました。

①消費者教育教材研究会の設置
　教材作成に当たり、消費者教育教材研究
会（以下「教材研究会」といいます。）を
設置しました。コーディネーターの人脈も
活用し、委員には、法律や教育等を専門と
する大学教員、幼稚園園長、私立中学・高
等学校副校長、金融広報委員会、消費者団
体会員、岡山県や岡山市の消費生活セン
ター・教育委員会といった多様な関係者が
選任されました。2015年度、2016年度に、
それぞれ３回開催され、教材の内容につい
て議論を重ねました。

②発達段階に応じた教材作成
　教材研究会での議論を踏まえ、コーディ
ネーターが中心となって、2015年度はテー
マを消費者教育の基本となる「契約」に設
定し、2016年度は「情報モラル」と「消費
者の責任」に設定し、発達段階に応じた教
材を作成しました。
　幼児向け教材では、消費者団体会員が原
案を作成し幼稚園園長と内容を調整した紙
芝居を作成し、小学生向け教材では、コー
ディネーターが消費生活相談員としての自
身の視点を入れて「オンラインゲーム」を
取り上げ、インターネットを便利な点と危
険な点から考える教材を作成しました。

（ ３）現場の連携の取組

消費者教育コーディネーターの活
躍：岡山県
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　中・高校生向け教材は、岡山大学法学部
の学生が中心となって、2015年度は契約自
由の原則と、知識や交渉力等に格差のある
当事者間の契約について考える教材を作成
しました。2016年度は、肖像権について学
ぶ教材として「写真をSNSにアップしても
いいですか」、消費者の責任を考える教材
として「どこまで売買は認められるの」の
２つを作成しました。大学生には、法学部
生として得た法的視点を反映した教材を作
成することで、社会における法の役割につ
いて、改めて学び直す機会となりました。

③教材を検証するモデル授業の実施
　教材について、生徒の反応や使いやすさ
を検証するためモデル授業を実施しまし
た。学生が講師となった例もあり、2015年
度は県立高校３年生を対象に「現代社会」
の授業時間を使って、岡山大学の学生が未
成年者契約について授業を行いました。
2016年度は、町立中学校と私立中学校の２
校の３年生を対象に、社会科「公民」の授
業時間を使い、大学生が中心となって、グ
ループワーク形式で実施しました（図表
Ⅰ-３-３-16）。教材作成に加えて、モデル授
業を実施したことにより、大学生自身の消
費者市民社会への参画意識の醸成が図ら
れ、消費者教育の担い手を育成する貴重な
機会となりました。

○コーディネーターの役割
　この事業を通して整理すると、コーディ
ネーターには、新たな協力機関を見出し、
異なる団体の当事者同士を結び付け、消費
者教育を広めるため新たな消費者教育の場
を企画・提案をする役割と、消費者教育に

関する経験等を通してより良い方向に向か
うように牽引し、当事者相互の要望や消費
者教育の資源を上手く利用できるように調
整する役割があるといえます。このため、
コーディネーターの資質としては、「専門
性」、「ネットワーク」、「人間性」の３つの
要素が求められると考えられます77。

○�コーディネーター設置による影響・
効果

　コーディネーターの設置は、教育を行う
側、受ける側等、多方面へ様々な効果を生
んでいます。例えば、教材研究会では、教
育関係者と消費者行政関係者が教材を検討
する中で、それぞれの発達段階での教材内
容や指導の注意点が共有されました。モデ
ル授業を実施することにより、消費者行政
担当部署と各学校等との連携が強化され、
学校教育現場や消費者教育に対する相互理
解も深まっています。
　コーディネーターが中心となって、行政
職員や消費生活相談員、関係機関と連携・
協働が進むことにより、消費者が主役にな
る「場」の実情に応じた消費者教育が展開
される78と期待されています。

77）公益社団法人全国消費生活相談員協会「全相協つうしんJACAS JOURNAL」174号
78）公益社団法人消費者教育支援センター「消費者教育研究」174号

357_Ⅰ-3-3-16 大学生が中学生のグループワークを指導.JPG

図表Ⅰ-3-3-16 大学生が中学生のグルー
プワークを指導
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　徳島県では、県立学校の現役教員が毎年
度１人、「研修生」として県消費者情報セ
ンターに勤務する制度があります。この制
度は2003年度からスタートし、「研修生」
は消費者トラブルの実態や相談員の相談対
応から日々学んだことをいかして消費者教
育の教材を作成し、県下全域の小・中学校、
高校、特別支援学校、大学・専門学校に出
前授業を届けています。

○�授業のプロが出前講座で最新の情報
や知識を伝える

　この制度の大きな特長は、現役の教員が、
その能力とノウハウをいかして、出前授業
の中で、センターでの勤務で得た消費者ト
ラブルに関する最新の情報や消費生活に関
する知識を多くの子供たちに効率良く効果
的に伝えられることです。
　現在の学校現場は、消費者教育を始め主
権者教育・食育など今後推進すべき教育が
増加しており、教員の負担増につながって
いると考えられます。消費者教育について
は、相談員による出前授業を導入すること
が、学校現場の負担軽減につながると考え
られる一方で、相談員の多くは出前授業を
負担に感じています。「研修生」が2016年
度に実施した、出前講座の講師経験がある
相談員へのアンケートでは、「出前授業を
負担に感じる」という回答が約75％に上り
ました。また、出前講座で困ったこととし
て、「参加者の状況の把握や集団への伝達
法と教育の手法についての悩み」が挙げら
れました。事前に子供の状況を学校側から
聞くことができたとしても限界があり、ま
た、正しい情報や知識をただ伝えるだけの
授業では、単調なテンポになってしまい、

子供たちの集中力が切れてしまいます。
　この点、2016年度の「研修生」によると、
現役の教員であることから、毎回初めて会
う子供たちを前に授業することに戸惑いつ
つも、苦痛には感じなかったそうです。子
供たちの反応を見ながら、クラスへの影響
力を持つ子供を見つけて授業のテンポを変
える「発問」でその子を指名して学習を良
い方向にリードしたり、子供に発表させる
ことで大人も驚かされるような着眼点を引
き出したり、笑いを起こしたりしながら、
集中力を高める工夫を繰り出して授業を進
行したそうです。また、指導要領を踏まえ
た授業計画作りなど、学校の担当教諭との
打合せもスムーズに行うことができました。

○県と県教育委員会の連携事業
　2014年度からは、この特長を一層大きく
いかすための取組として、徳島県と県教育
委員会との連携事業が始まりました。
TOKUSHIMA消費者教育活性化事業「学
校における消費者教育を支援するための講
演・出前授業」という名称のこの取組では、
年度初めに県教育委員会から小・中学校・
高校・特別支援学校に依頼文書を送り、各
校及び市町村教育委員会から「研修生」に
よる講演や出前授業の実施の希望を募りま
す。講演・出前授業の実施回数が、2012年
度は22回でしたが、連携事業実施後の2013
年度は29回となりました。2014年度以降は
講演と出前講座両方について希望を取り始
め、同年度は89回、2015年度は63回、2016
年度は75回と増加している傾向から、連携
事業の効果は大きいと考えられます。

○�行政職員、相談員、教員の三者連携
の推進、強化

　連携事業の成果を踏まえて、消費者教育
に携わる教員、相談員、行政職員の三者が

現役教員が消費者行政の現場で １
年間研修勤務する制度：徳島県
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それぞれの強みをいかしてさらに連携する
ことでより効率良く効果的に消費者教育を
推進できる仕組みの構築も試みています。
　2016年度は、教員、相談員、行政職員の
三者が参加する研修「学ぼう！実践しよ
う！消費者教育」を実施し、「児童生徒が
消費者トラブルに遭わないために、私たち
にできることは何か」をテーマに、アクティ
ブ・ラーニング79の手法を用いながら、そ
れぞれの立場の強みをいかした連携方法に
ついての意見の集約を行いました。愛媛県
で実施された同様の研修にも、「研修生」
が講師として参加しました。お互いの顔と
名前を一致させることが連携の第一歩にな
ります。アンケート結果をみると、「参考
になった」と感じている研修参加者が大部
分を占めており、お互いの仕事内容や悩み
を知ることができ、どのようにすれば連携
できるか考える機会になったようでした。

○2016年度「研修生」による提言
　今後の更なる三者連携の強化について、
2016年度の「研修生」が提言をまとめまし
た。具体的には、①最新の消費者問題の情

報共有、②三者が参加する研修の実施、③
各学校の担当教員と相談員によるチーム
ティーチングによる出前授業の実施、④学
校行事を通した地域のつながり作り、です
（図表Ⅰ-３-３-17）。この提言は、2016年第
32回ACAP消費者問題に関する「わたしの
提言」でACAP理事長賞として表彰されま
した。今後、「研修生」が、行政職員や消
費生活相談員と一緒に勤務して得られた知
識、経験やお互いの信頼関係をいかして橋
渡し役となり、これらの取組を進めていく
ことが期待されています。

　消費者教育のほか、若者に特化した相談
窓口を設ける動きもあります。
　例えば、関東甲信越地区の１都９県６政
令指定都市80及び国民生活センターが共同
で、若者に対する「関東甲信越ブロック悪
質商法被害防止共同キャンペーン」（悪質
商法にご用心！・ひとりで悩まずすぐ相
談！）を成人式と卒業・入学・就職シーズ

（ ４）若者向け特別相談窓口の開設

79）グループ・ディスカッション、ディベート、グループ・ワーク等による課題解決型の能動的学修。
80�）東京都、新潟県、神奈川県、千葉県、山梨県、埼玉県、栃木県、茨城県、群馬県、長野県、横浜市、川崎市、相

模原市、さいたま市、千葉市、新潟市

【第１部第3章3節】消費者白書（様々な取組）_20170403.docx

図表Ⅰ-3-3-17 「研修生」が小学生に出
前授業を行っている様子

359_Ⅰ-3-3-18 関東甲信越ブロック悪質商法被害防止共同キャンペーンのポスター.jpg

図表Ⅰ-3-3-18
関東甲信越ブロック悪質
商法被害防止共同キャン
ペーンのポスター
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ンに合わせて、2017年１月から３月にかけ
て実施しました（図表Ⅰ-３-３-18）。
　期間中は、リーフレットの配布やポス
ターの掲示などのほか、各地方公共団体の
消費生活センター（茨城県と国民生活セン
ターを除く）において、特別電話相談「若

者のトラブル110番」を開設しました。そ
の結果、身に覚えのない請求がSMSで届
いた、フリマアプリで海外ブランドの品物
を注文したはずなのに偽物が届いた、など
の相談が寄せられました。

（消費者団体と大学生の連携）
　全国消費者団体連絡会（以下「全国消団連」といいます。）では、2016年度に消費者被害防止
寸劇のDVDを作成しました。「光回線サービスの卸売に関する勧誘トラブル」、「『お試し』のつ
もりが定期購入になってしまうトラブル」、「住宅リフォーム工事の訪問販売トラブル」といった
テーマを取り上げ、消費者契約におけるトラブル事例を紹介したものです。
　このDVDを製作するに当たっては、最近の消費者問題を基に全国消団連がシナリオを作成し、
それを動画にする過程で、大学生（全国大学生協連の学生委員）の協力を得ました。当初、全国
消団連側は、大学生が実際に演じる寸劇の動画をイメージしていましたが、大学生の意見を基に、
アニメーションや音楽を多用し、吹き出しの文字で状況を説明する映像など、若者の感性をいか
し、幅広い年齢層へ伝わる工夫を凝らした仕上がりとなりました。完成したDVDは、地域での
消費者団体のイベント等で活用されています。
　また、若者にとっても情報スキルを提供しつつDVD製作を通じて消費者問題を学ぶ機会にな
るなど、双方にとって有益な取組となりました。
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　若者を取り巻く社会経済環境の変化、若者の消費行動や消費者トラブル、若者を対象と
した支援策を見てきたことを踏まえ、本節では、真に豊かな暮らしの実現に向けて、若者
という観点から、どのような課題と対応が必要とされているかについて考察します。

　現代の若者の消費行動や消費者トラブル
は、若者を取り巻く社会経済環境の変化を
反映しています。中でも、日本経済の長期
的な低成長と情報化の進展の二つが大きく
影響していると考えられます。

　まず、現代の若者は、生活水準は高いが、
経済成長は停滞している中で育ちました。
長期にわたる低成長、デフレが続き、さら
に、非正規雇用の増加やリストラ等、不安
定な雇用形態が広がる中で暮らしてきたた
め、若者の多くは将来の生活が経済的に現
在以上に豊かになるという見通しが立たず
に、不安を感じていると考えられます。
　若者においては、消費性向の低下、男性
の自動車向け支出の減少、洋服への支出の
減少等にみられるように、金額ベースでみ
ると消費は堅実で慎重な傾向にあります。
一方で、若者の多くは、年齢層の高い世代
に比べて買物好きで、新しい物が好きで、
衝動買いもします。これらのことから、若
者の潜在的な消費意欲は決して低くないと
考えられます。また、安価で高品質なモノ・
サービスの流通により、それほどお金を遣
わなくても、消費自体を楽しめることが、
金額ベースでの消費の力弱さにつながって
いる面もあると考えられます。しかし、景
気が拡大し、所得が増加しても、若者の将

来の不安は払拭されず、年齢層の高い世代
に比べて、消費額を増やしにくくなってい
る可能性があります。経済の好循環の実現
という観点からは、若者の消費を拡大して
いくためには、若者が将来の生活について
見通しを立てられるような環境の構築が求
められます。

　次に、現代の若者は、情報化が進展する
中で、幼い頃から、インターネットやパソ
コン、携帯電話などがある環境で育ち、
IT技術を使ったコミュニケーションにた
けた「デジタルネイティブ」です。これに
対し、年齢層の高い世代は、人生半ばから
IT関連の知識や技術を身に付けてきた「デ
ジタルイミグラント」と呼ばれます。「デ
ジタルネイティブ」世代である若者は、「デ
ジタルイミグラント」世代とは情報通信の
活用の仕方が大きく異なっており、このこ
とが、若者の行動や意識に影響を及ぼして
いると考えられます。
　ほとんどの若者が、携帯電話やスマート
フォンを生活になくてはならないものと考
えています。若者は、スマートフォンの保
有率が特に高く、インターネットでの検索、
通話、メール、SNS、ゲーム、チケット予
約等の多様な用途に利用しています。これ
がLINE調査の結果であることを考慮して

真に豊かな暮らしの実現と若者第 ４節

長期的な低成長により、金額ベース
では若者の消費は堅実で慎重

情報化の進展により、SNS等の情
報が若者の消費行動に影響
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も、15歳から25歳までの平均利用時間が5.5
時間という結果は、多くの若者が１日の相
当な時間をスマートフォン利用に当ててい
ることを示しています。
　このため、若者は、消費行動においても、
インターネットからの情報収集を多用して
いると考えられます。中でも、スマートフォ
ンで操作しやすいSNSの利用度が高く、友
達、芸能人や有名人、お店やメーカーといっ
た、SNSでつながっているコミュニティか
らの情報がきっかけで消費行動を行ってい
る若者は、年齢層の高い世代より多いこと
が示されています。さらに、身の回りの出
来事を写真や動画を用いて情報発信してお
り、むしろ情報発信のために行動している
という面もみられます。
　情報化の進展により、どこにいても全世
界の多様な人々とつながることが可能に
なっていますが、一方で、現実のコミュニ
ケーションは、SNSでつながっている友人
や相手等の限られた範囲内にとどまってし
まう若者も多数存在すると考えられます。
情報化の進展により、迅速な対応や行動が
求められるがために、手近にアクセスでき
る情報の中で判断せざるを得ない場面も生
じている可能性もあります。若者の方が、
情報が多すぎて選択ができなくなったり、
買うことをやめてしまう、という行動を
とっている傾向にあるという民間調査機関
の調査結果もあります。

　これらの社会経済環境の変化は、若者ほ
ど顕著ではありませんが、若者だけでなく、
年齢層の高い世代の消費行動や意識にも影
響を及ぼしていると考えられます。現代の
若者が次代の社会の担い手となることや、

若者の行動に大きな影響を及ぼしている情
報化の進展は後戻りしない状況にあること
を踏まえれば、若者の消費行動や意識の特
徴は、時代を先取りしたものであり、今後、
幅広い世代に広まっていくものである可能
性があります。

　若者の消費生活相談をみると、内容とし
ては、進学や就職、一人暮らしの開始といっ
た成人に達する前後の年代に特有の消費者
トラブルや、SNSをきっかけとしたトラブ
ルや美容にまつわるトラブル等、情報化の
進展や若者の嗜好の変化に関連した消費者
トラブルが生じています。
　こうしたトラブルの背景として、若者に
は、「知識」、「社会経験」、「お金（資力）」
が不足していることがあると考えられてい
ます。一方で、若者には、「体力」、「吸収力」、
「行動力」があるといわれています。消費
生活相談件数の推移をみると、若者の相談
は減少傾向にあります。その要因の一つと
して、若者がITに関する吸収力、行動力
を利用して、トラブルに遭っても、インター
ネット等で情報収集し、自らトラブルを防
ぎ、対処していることもあると考えられま
す。第１部第１章で示されたように、情報
通信の中でも特にトラブルの多い「アダル
ト情報サイト」の相談は、スマートフォン
操作に慣れている若者では減少しています。
　若者の消費者トラブルを防ぐために、ま
た、若者自身が次代を担う消費者市民とし
ての力量を付けていくことをも視野に入れ
て、各地で様々な消費者教育等、若者の消
費者としての自立支援の活動が実践されて
います。消費者に対する教育や啓発は、事
業を実施するだけでは意味がなく、若者が

若者の消費行動は時代を先取り

若者の参画による、若者のための、消
費者としての自立支援に向けた取組
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理解し、その消費行動を高めるといった効
果があることが重要です。いくつかの先進
的な活動からは、若者を対象とする消費者
教育や啓発活動においては、その内容が若
者の行動、ニーズや興味に合っていること、
若者自身の主体的な関与や参画が重要であ
ること等が浮かび上がっています。
　ニーズや興味という点からは、社会人生
活の開始時期、一人暮らしの開始直前等、
若者が消費者として新たな段階に入るとき
に、消費者教育を実施することは効果的と
考えられます。また、若者がインターネッ
トから様々な情報を入手していることを考
えれば、インターネットを利用して、消費
者教育や啓発活動に関する情報を効果的に
提供することも求められています。若者の
アクセスを高めるために、例えば、「お笑い」
やアクセス数の競争等といった若者のニー
ズや興味に合った仕掛けも有効と考えられ
ます。
　そして、若者自身の主体的な関与、参画
（アクティブ・ラーニング）という面につ
いては、若者が消費者教育、啓発活動に受
身ではなく、主体的に関わることによって、
内容についての理解が深まると考えられま
す。また、若者から伝えることによって、
同じ若い世代やより若い子供たちに伝わり
やすくなるといった効果も生じています。
こうした活動を通じて、消費者市民社会を
構築する担い手が育つことも期待されます。
　さらに、若者が参画することによって、
より教育効果の高い教材の開発等も期待さ
れます。例えば、消費者団体では、消費者
被害トラブル防止についてのDVDの作成
に当たって、筋書きは消費者問題に精通し
ている団体で作成し、映像制作は大学生に
依頼するという試みを行いました。映像制
作や映像で伝えるということについては、
情報化の中で育った若者には、年齢層の高

い世代に比べて、得意であると考えられま
す。現代の若者の特性を活用することによ
り、若者だけでなく、他の世代にも伝わり
やすい教材等の作成が期待されます。

　少子高齢化が進む中では、若者の人口全
体に占める割合の低下が見込まれます。し
かし、真に豊かな暮らしの実現に向けて、
若者の存在が非常に重要です。
　現在、IoT（Internet of things）、ビック
データ、人工知能（AI）、ロボット等、第
４次産業革命と呼ばれるような、IT技術
を使った技術革新が期待されています。
IoTにより全てのものがインターネットで
つながる、それを通じて収集・蓄積される、
いわゆるビッグデータが人工知能により分
析される、その結果とロボットや情報端末
等を活用することで今まで想像できなかっ
た商品やサービスが次々と世の中に登場す
る、といったことも予想されます。
　こうした新しい技術を活用した製品や
サービスについては、現在スマートフォン
が特に普及していることから、新しいもの
が好きな若者によって活用され、幅広い世
代に広まることが期待されます。また、こ
れにより、これまでの生活における課題の
解決や新たな魅力的なサービスの開発やそ
の普及が期待されます。
　現在の消費の傾向については、「モノ消
費」から「コト消費」に移行しているとい
うことがいわれます。モノを所有すること
から、得られる体験（コト）を求めるよう
に、消費者の価値観が変化していると考え
られます。「コト消費」については、「社会
経験」を積んだ年齢層の高い世代で、若者
以上に好まれる傾向もみられますが、例え

真に豊かな暮らしの実現に向けて
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ば、SNSへ投稿する写真や動画を撮影する
ために外食や友達と集まるといったコトを
行うといった、情報化と結び付いた「コト
消費」を行うのは、若者が主流です。前述
のIoTや人工知能といった情報化と関連し
ながら、若者ならではの視点から新たな「コ
ト消費」が始まることが期待されます。
2017年２月からは、「プレミアムフライ
デー」が始まったことも踏まえ、「コト消費」
を楽しみやすい時間を持つ環境を整えるこ
とも、若者も含め幅広い世代の潜在的な消
費ニーズの喚起につながると考えられます。
　また、これまでみてきたように、若者の
消費行動は、時代の変化を先取りしている
と考えられますが、この行動を的確に把握
することが必要です。総務省「速報性のあ
る包括的な消費関連指標の在り方に関する
研究会」報告では、ビッグデータ等の活用
やオンライン家計簿の導入等による家計調
査の改善、単身モニター調査の実施等、消

費関連統計の改善・高度化が提言されてい
ます。消費関連の統計の充実により、若者
の行動、消費行動をより的確に把握できる
ことが期待されます。
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